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第１章　総　論



第１章　総論

１-１　要請の背景・経緯

　フィリピン国はエネルギー総需要の四割以上を輸入の石油に依存しており、国産エネルギー源の開

発と有効利用を主とした石油代替エネルギーへの転換を目下の国家的課題としている。その中で、近

年商業ベースの埋蔵量がパラワン島沖にて確認された天然ガスは、課題解決のための有望なエネルギ

ーソースと考えられている。

　調査結果によると、パラワン島沖の天然ガス埋蔵量は 3.2 兆立方フィートと推定されており、現在

の国内エネルギー総需要の約３年分に対応する。フィリピン国ではルソン島までのパイプライン敷設

による大規模な供給、利用を計画すると共に、長期的には天然ガス需要に応じて輸入液化天然ガス、

トランス・アセアンパイプラインの利用等も含めた天然ガス利用促進を計画している。近年策定され

た"フィリピン・エネルギー・プラン 1996-2025"においては、天然ガスの利用を現状のエネルギー

総需要の 0.07%から 2025 年までに約 10%に引き上げるとしており、実現に必要な天然ガス需要の

分析、価格政策、生産・輸送・供給のインフラに関する包括的なプランの作成を必要としている。

　このような背景の下、同国政府は天然ガス利用に関する経験、技術の蓄積のないことから、日本政

府に対して天然ガス利用全般に係わる開発調査を要請した。同要請を受けた日本政府は 1998 年 10

月に鉱工業プロジェクト選定確認調査団を派遣し、協力の可能性を協議した。

１-２　調査の目的

　本件プロジェクト形成基礎調査では、先方関係機関との協議及び現地踏査を実施し、要請内容の確

認を行い、開発調査の実施可能性を検討し具体的な案件形成を図ることを目的とした。

１-３　調査内容

（１）要請の背景と内容の確認

（２）対象地域の社会・経済状況の把握

（３）フィリピン国のエネルギー・電力セクターの現状把握

（４）先方の調査実施体制の確認

（５）開発調査の検討（調査の範囲、内容、スケジュール等）

１-４　団員構成

団長・総括　　　　　　　千原　大海　　国際協力事業団国際協力専門員

技術協力行政　　　　　　瀧川　利美　　通商産業省通商政策局経済協力部技術協力課

調査・企画　　　　　　　佐藤　洋史　　国際協力事業団鉱工業開発調査部資源開発調査課

ｴﾈﾙｷﾞｰ/天然ｶﾞｽ開発計画　中村　真一　　日本オイルエンジニアリング（株）



１-５　調査日程

日数 月日 行程

1 9 月 23 日（木）　東京　09:55－<JL741>－13:10　マニラ

16:30　JICA 事務所打合せ

2 24　日（金） 9:00　エネルギー省表敬・エネルギー省・電力公社と協議

11:00　Camago/Malaｍpaya　プロジェクトのプレゼンテーション（Shell）

15:00　First Gas と協議

3 25 日（土）　ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電所（Santa Rita, Batangas）視察・資料収集

4 26 日（日）　Concrete Gravity Structure(Subic)視察・資料収集

5 27 日（月）　資料整理

14:00　PNOC-Exploration Corp.と協議

6 28 日（火） 9:00　エネルギー省と協議

11:00　フィリピンにおける天然ガス利用について（Shell）

14:00　Manila Gas Corp.と協議

7 29 日（水）10:00　エネルギー省 Secretary 表敬

　　　　エネルギー省と協議

8 30 日（木） 9:00　エネルギー省と協議、M/M 修正

13:00　M/M 署名

16:00　国家経済開発庁（NEDA）報告

9 10 月 1 日（金） 9:30　JICA 事務所報告

11:00　日本大使館報告

　マニラ　14:30－<JL742>－19:40　東京

１-６　主要面談者

（１）Department of Energy (DOE)

　　　Mario V. Tiaoqui, Secretary

　　　Flordeliza M. Andres, Assistant Secretary

　　　Teresita M. Borra, Director, Energy Planning & Monitoring Bureau

　　　Griselda J. Garcia-Bausa, Director, Energy Resource Development Bureau

　　　Jesus T. Tamang, Chief, Management Information Bureau

　　　Ismael U. Ocamp, Chief, Oil and Gas Bureau

　　　Hershey Tapia dela Cruz, Energy Planning & Monitoring Bureau

　　　Ricardo B. dela Cruz, Mining Engineer, Coal and Nuclear Minerals Bureau



（２）Philippine National Oil Company Exploration Corporation（PNOC-EC）

　　　Rufino B. Bomasang, President & CEO

　　　Susana Estera-Chua, Project Coordinator, Natural Gas Development

（３）Shell Philippine Exploration B.V.

　　　Antonio Mozetic, Exploration & Development Manager

　　　Carlo S. Pablo, Gas & Power Market Development Manager

　　　Joanna Hughes, Natural Gas Development Manager

（４）First Gas Holdings Corporation

　　　Richard B. Tantoco, Vice President

（５）First Gas Power

　　　Ramon J. Araneta, Deputy Project Manager (First Gas Power)

　　　Mike Roberts, Commissioning Manager (British Gas)

（６）Manila Gas Corporation

　　　Basilio R. Tagorio, Vice-President

　　　Glen S. Sadian, Operation Manager

（７）National Economic and Development Authority

　　　Vanessa Agnes F. Dimaano, Economic Development Specialist, Public Investment Staff

　　　Violeta C. Conde, Chief, Public utilities Division, Trade Industry & Utilities Staff

　　　Dennis A. Lim, Senior Economic Development Specialist, Trade Industry & Utilities Staff

（８）JICA フィリピン事務所

　　　所長　小野　英男

　　　次長　升本　潔

　　　次長　黒柳　俊之

　　　次長　須藤　和男

　　　所員　中澤　哉

　　　所員　飯田　鉄二



第２章　協議の概要

２-１　協議の結果

（１）署名した M/M の内容

今回の調査を通じて確認した内容を M/M としてまとめ、エネルギー省（DOE）との間で署名、交換

した。M/M 内容は以下の通り（２－３　同意した協議議事録（M/M）を参照）。

１）カウンターパート機関

　DOE は本調査のカウンターパート機関であり、本調査に関係する各部門の担当者からなる調査グ

ループを作り、全調査期間を通じて調査に参加すると共に、円滑な調査実施のための調整をする。ま

た、必要に応じて、関係政府機関、民間企業（First Gas Holdings Corporation(FGHC), Manila Gas

Corporation, Shell Philippines Exploration B.V. 等）の協力も DOE がカウンターパート機関として

調整し、取り付ける。

２）調査に必要なデータ

　調査に必要なデータ及び情報は、DOE 及び他の関係機関より秘密保持を条件に本格調査団に提供

される。

３）現地コンサルタント

　本格調査団は JICA が日本で選定し、契約するが、現地コンサルタントについても需要調査など調

査の効率性からも有益と考えられる場合には参加することが考えられる。現地コンサルタントは、本

格調査団からの業務再委託という形で活用することになる。JICA が現地コンサルタントの活用につ

いて検討するために、DOE は今年中に想定される分野のコンサルタントの専門、概要を含むリスト

を作成し、提出する。

４）DOE からの要請内容のレビュー

　現在進行中の天然ガスプロジェクト、最新の Philippine Energy Plan(1999-2008)および今回の調

査に基づき、DOE の要請内容（TOR）について日本側、フィリピン側双方で評価を行った。特に、

要請書にある調査の各項目について、実施する場合の JICA 開発調査の内容との関連から評価した。

　以下に各調査項目についての評価及び実施される場合の本格調査の内容を記す。

①　既存の天然ガス需給見通しのレビューと評価

　　（To review and validate existing supply and demand projections on natural gas）

　天然ガスのプロジェクトは現在進行中であり、天然ガス利用に関するエネルギー政策も変化してき

ている。従って、既存の天然ガスの需要と供給の見通しをレビューし、評価、更新していくことは重



要である。特に、PNOC-EC（Natural Gas as a New Energy Source in the Philippines）や ADB

（Gas Sector Policy and Regulatory Framework Project）が実施している天然ガス利用に関する各

種調査は良くレビューする必要がある。

②　パイプライン網の最適ルートの選定

　　（To determine the most economic route of the pipeline network）

　調査団は本調査事項は PNOC-EC および FGHC が既に調査を実施していることから本格調査内容

から除外すべきだと DOE に伝えた。PNOC-EC および Shell は! パイプラインの新設、" 既存の

Batangas から Manila へのパイプラインの改修利用の２つの可能性について調査、検討している。

PNOC-EC は、自らが Camago-Malampaya のガスを既存の Manila へのパイプラインを使って工業

利用するための調査を行っていることから、DOE がパイプラインルートの調査を実施する必要は無

いとしている。

③　潜在需要、供給の調査

　　（To determine the potential supply and possible markets）

　PNOC-EC（及び Shell）が既に Batangas-Manila 間に建設予定のパイプライン周辺に立地する主

要工業需要の調査は実施しているので、本調査では、住宅用、商業用及び輸送用の需要調査に重点を

置くことで合意した。また、工業団地の建設等、新規の工業需要についても調査に含める。調査対象

は、ルソンの Batangas-Manila-Bataan にわたる地域、ミンダナオの Cagayan de Oro-Iligan 回廊、

Davao の計３地域とする。また、供給面については国産の天然ガス資源及び LNG 輸入、トランスー

アセアンパイプラインの利用について検討する。

④　インフラ整備に必要な費用の見積もり

　　（To identify the investment requirements including infrastructure）

　本調査の実施項目に含めるが、マスタープランレベルの調査とし、フィージビリティーレベルの調

査は実施しない。マスタープランには短期、中期、２５年程度の長期にわたり、Philippines Energy

Plan に基づく必要なインフラ整備のための投資額算定を含める。

⑤　配給網の F/S 調査

（To look into the feasibility of establishing distribution networks (to service residential and

commercial users) for identified high density areas in Luzon, Visayas (particularly Cebu) and

Mindanao）

　本調査項目は、上記のルソンの Batangas-Manila-Bataan にわたる地域、ミンダナオの Cagayan

de Oro-Iligan 回廊、Davao の計３地域において実施するが、マスタープランレベルの調査とする。



⑥　ガス輸送、配給の料金と、ガス料金の競争力への影響

（ To determine resulting tariff rates for transport/distribution and its effect on the

competitiveness of prices）

　市場調査及び供給調査において価格については調査内容に含めるが、マスタープランレベルとする。

⑦　DOE 職員への技術移転

（To enhance the capability and knowledge of DOE personnel through the conduct of trainings

on natural gas supply and demand, projections, modeling on least cost option for natural gas

supply and natural gas transmission and distribution operations）

　DOE 職員への調査に関連した技術の移転を調査期間を通じて実施する。加えて、２０人程度を対

象とした技術移転セミナー／ワークショップを計画し、調査内容、手法に関する技術移転を行う。

５）想定される本格調査の内容

　４）に記した各調査内容の確認・評価結果に基づき、想定される本格調査の内容は以下のようにな

る。ただし、本格調査の最終的な内容は S/W 調査時に決めるものとした。

①　調査項目

・既存の天然ガス需給見通しのレビュー

・天然ガス市場調査に基づく、各セクターにおける利用促進技術の導入も考慮した需要調査

・天然ガス需要予測に基づく、供給選択肢の評価

・天然ガス需給見通しのための手法、モデルの開発

・天然ガス利用促進のためのマスタープランの作成と天然ガス産業育成のためのアクションプラン、

プロジェクトの優先順位付け

・調査期間を通じての DOE 職員への知識、技術の移転

②　調査対象地域

　調査対象地域は、ルソン島、マニラ周辺（Batangas-Manila-Bataan）、ミンダナオ島 Cagayan

de Oro-Iligan 及び Davao の計３地域とする。

③　本格調査名

　Viability Study on Natural Gas Industry development

（２）その他の確認項目

１）事業化資金の目処について

　天然ガス利用のパイプライン、発電所建設等の資金目処については、現在確認されている

Camago/Malampaya ガス田の埋蔵量に対応する発電所等の施設は既に建設が始まっていること、本

格調査がマスタープランレベルの中長期計画を想定することから詳細な調査は行わなかった。現在



PNOC-EC が検討している Batangas―Manila 間のパイプラインについては民活で実施する可能性が

高いとの話があった。

２）他の援助機関の動向について

ニュージーランドの援助で、PNOC-EC が Batangas―Manila 間のパイプラインについての市場調査

を含む F/S、基本設計を îNatural Gas as a New Energy Source in the Philippinesîの中で実施して

いる。また ADB が îGas Sector Policy and Regulatory Framework Projectîを実施している。何れの

調査も現在最終レポートを作成している段階。これら以外の他国援助機関による調査は現在無く、今

後も直ぐに始まる予定のものは無い。

（３）その他

　天然ガスの供給可能性に関連して、PNOC-EC より、過去に JICA が実施した調査に関連してミン

ダナオ島コタバトで発見された“共水性ガス”を評価するための専門家の派遣を要請している。

PNOC-EC から提出されたコンセプト文および関連資料を附属資料に添付した。

２-２　団長所感

（１）今回プロ形の主な目論は、1998 年 8 月 9 日付フィリピン政府提出の天然ガス産業開発計画案

件の開発調査要請の背景調査にある。特に、要請の中で、数年内にも着工可能性のあるパイプ

ライン建設に関する具体的な F/S 実施要請から首都圏の都市ｶﾞｽ網整備で期待される市場調査

のような中・長期あるいは未確認の国産天然ｶﾞｽ資源、域内 LNG 貿易、アセアンパイプライン

まで視野に含める供給オプション最適化といった長・超長期の検討要請、ガス産業基盤整備に

関連の制度や価格政策など、広範囲の項目と内容を明確にする作業が中心となった。そのため、

本調査団は天然ガス探査・政策立案に関わる政府組織、民間会社とその関連施設を訪問し、要

請課題の相互確認を行った。その結果、本調査を進める枠組み構築には、下記に示すような考

察を勘案して調査項目の軽重のバランスを図る必要があると思われる。

（２）本要請の意義は次ぎの三点にある。第一に、1989-90 年に発見された Camago/Malanpaya ガ

ス田開発利用の枠組み、契約関連の決着によりフィリピン国の一次エネルギー供給統計に西暦

2002 年初から天然ガスが加わることが確実になったこと、第二に、その時宜が LNG を中心と

する域内(ASEAN あるいは APEC)の天然ガス資源の開発利用、LNG 貿易の高まりが地球温暖

化緩和に繋がること、第三に、エストラダ政権下でさらに奨励中のエネルギー分野の規制緩和

と民営化という政治課題に、マランパヤ開発がその成功例として参照されつつある現実である

（本調査団が入手したエストラダ政権下刊の 1999 年-2008 年フィリピンエネルギー計画と

1998 年刊のラモス政権下計画の比較検討等の精査が必要）。



（３）シェルがオペレータとして開発を進めてきた Camago/Malanpaya ｶﾞｽ田の確認埋蔵量は、

3,000MW 相当のベース負荷コンバインドサイクル発電所を約 20 ｰ 25 年間運転する量に当た

る。すでに 2,700MW 相当分の利用権益は国営電力会社(NPC:1,200MW)と 新たに電力ビジネ

スに参入する民間会社(FGPC:1,500MW)に BOT 契約済みとなっている。本調査団のサイト訪

問時の FGPC1,000MW 発電所の工事進捗は約 90%、シェルが建設中の掘削用コンクリートプ

ラットフォームは約 50%であった。したがって、要請内容にある本ガスの陸上基地からマニ

ラ首都圏に到るパイプライン建設に関する諸調査についても、すでに事業への複数の参入意欲

も確認され、本 JICA 調査には馴染まない旨確認した。

（４）上記（２）の意義から PNOC-EC を中心に、国産ガス田への開発期待の高まりがある。調査団

訪問時には、PNOC-EC(国営石油資源開発会社)社長より、本月に新たな発見のあったミンダナ

オ島の Catabato 鉱区のガス分析結果が説明され専門家派遣による日本の技術協力の可能性が

求められた。これらは、フィリピンの天然ガス開発利用計画への中長期的な協力意義を高める

傍証という評価であろう。また、開発努力と相俟って、アセアンパイプライン通過近傍でもあ

るミンダナオを市場調査対象とする根拠でもある。

（５）しかし、天然ガス開発利用の上流にあたる資源探査や掘削は、鉱区の所有権や資金の調達など

当面はフィリピン政府が政策主導してその枠組みを検討すべき分野であろう。本調査団の協議

でも、前回の確認調査の示唆にもあるように、需要サイドの軸足で進める基本姿勢が確認され

ており、供給オプションに関する最適化というデスクトップ調査のみをその範囲とする方向で

調整を進めることになろう。

（６）上記を総括すると、本 JICA 調査の実施は、”供給側は天然ガス資源制約なし”として、外貨

節約の可能性、環境負荷の緩和の政策意義を視野においた既存市場の輸入 LPG、ガスオイル

への代替、また、日本の最近の電力・ガス競合市場でのコジェネレーション、ガス冷房などの

新技術によるガス市場の開発経験を移転すべき技術的な根拠を有することが思料される。ただ

し、マスタープラン立案を中心とする本 JICA 開発調査案では、その対象年はフィリピン国の

経済開発およびエネルギー開発計画の最新刊（エストラダ政権での見直し）との整合性を中心

に、今回の入手資料の分析を通じてフィリピン側とさらに協議を深める必要性が認められる。

２-３　同意した協議議事録（M/M）

　１９９９年９月３０日付けで署名した協議議事録（M/M）を次項に示す。













２-４　面談記録

　

（１）JICA フィリピン事務所

９月２３日　１６：３０～

所長　小野　英男

次長　升本　潔

所員　飯田　鉄二

! F/S 調査とする場合、先方のスケジュールを確認して、JICA のスケジュールで実施可能か考え

る必要がある。

! 現在は停電もほとんど無いが、電気料金は日本に次いで高いと言われている。この電気料金高と、

通信インフラの未整備が ASEAN の他の国々と比較して少ない海外投資の原因と考えられる。電

気料金収集については非常に厳密で、スラムにもメーターがついている。

! 安全については、睡眠強盗が最近流行っているので注意が必要。マニラ市内よりも少し田舎に行

ったほうが安全。

（２）Shell Philippine Exploration B.V.

９月２４日　１１：００̃１２：００

Antonio Mozetic, Exploration & Development Manager

■Malampaya プロジェクトの概要（プレゼンテーション内容）

! フィリピンの歴史に於いて最大のビジネスで合計約 4 億 5 千万ドルが投資される。2001 年より

20 年以上にわたり、3TCF のガスを 2700MW の電力に変換する開発プロジェクトである。上流

側には 2 億 5 千万ドルが投資される。

! フィリピン国に対する効果として、エネルギー自給率の増大、外貨の節約、雇用促進、クリーン

エネルギーによる環境配慮等があげられる。

! ガス田開発の経緯として、1989 年にオキシデンタル社が Camago フィールドを発見し、1990

年にシェル社がファームインし、1992 年 Malampaya フィールドが発見された。1993 年から

1994 年にかけて 3 本の評価井を掘り、商業化できる埋蔵量があることが確認された。1998 年

1 月に最終的な開発案が固まり、1998 年 5 月に開発移行宣言が出さた。1998 年 9 月 15 日にシ

ェル社はオキシデンタル社より権益を買い取り、100%の権益となった。プロジェクト開始前の

支出額は約 2 億 7 千万ドルである。

! Malampaya フィールドは水深約 850m で、ガス貯留層の深度は 3500m、南北方向に約 15km、

東西に 2km である。水深が深いため海底仕上げとなり、海底坑井 5 本、海底マニフォールドを

設置する。各坑井より生産されたガスはマニフォールドに集められ、直径 16 インチ、長さ

30km のフローラインを通りプラットフォーム上の生産施設に送られる。海底温度が低くハイド

レートの生成が予想されるため各坑井にはインヒビターが注入される。フローライン中にハイド



レートが生成されて場合、これをかき出すためピグを通すためフローラインが 2 本設置されてい

る。生産施設の設計処理能力は 500MMSCFD で、海底パイプラインは 650MMSCFD である。

! 生産するにつれてガスの坑口圧力が下がるため、2010 年頃には追加の坑井の掘削と、2016 年

頃にはガスコンプレッサーの設置が予定されている。

! 生産施設搭載のためのプラットフォームは、水深 43m に設置され、CGS（Concrete Gravity

Structure）でベースのサイズは 110ｍ x 80m x 16m で、ベースには 61000 立方 m のコンデン

セートが貯蔵できる。このベースの上に長さ 60m、直径 11m の 4 本の柱が立ち、その上に生産

設備が搭載される。生産設備の重量は約 13,500 トンである。操業は自動化され、常時 18 人か

ら 20 人で行われ、陸上基地からサテライトを用い監視および制御されている。

! プラットフォームより陸上基地までは 24 インチ、504km のガス海底パイプラインを通り送られ

る。パイプの調達は三菱商事、パイプのコンクリートコーティングがマレーシアで行われており、

敷設開始は 2000 年 5 月でパイプラインの敷設速度は 6km/日である。

! ガス陸上施設はTabangao に建設され、First Gas Power社のSanta Rita 発電所（1000MW）、

およびSan Lorenzo 発電所（500MW）、そしてNational Power社の Ilijan 発電所（1200MW）に

処理されたガスを供給する。Santa Rita 発電所は建設中で 2000 年はじめに操業が開始される。

San Lorenzo 発電所はSanta Rita 発電所の隣に建設され、融資先が決まり、建設に入る。Ilijan 発

電所は融資も決まり、サイトでの建設が開始された。陸上基地の処理施設は、顧客へのガス供給が

停止しないように２系列になっている。

! Tabangao のガス陸上施設より Santa Rita 発電所までの 8km のパイプラインは工事が開始され、

2000 年 1 月には完成予定である。

! Malampaya プロジェクトは2001 年10 月1日にコミッショニングを開始し、2002 年1月1日に

ガスの販売を開始する。

（３）First Gas Holdings Corporation

９月２４日　１３：００～

Richard B. Tantoco, Vice President

! First Gas Holdings Corporation は First Philippines Holdings Corporation 60%, British Gas 40%の

合弁会社で1994 年に設立された。First Philippines Holdings Corporation は Lopezグループ（フィ

リピン最大のコングロマリット）の傘下。

■天然ガス火力発電所について

! First Gas は Camago/Malampaya からの天然ガスを利用する 1000MW と 500MW の発電所の

建設している。Santa Rita に建設中の 1000MW（250MW×4 系列）コンバインド・サイクル

天然ガス火力発電所は、現在９０％の建設が終了し、今年中には完成する。San Lorenzo に建

設予定の 500MW 火力発電所は現在資金調達中だが、ほぼ目処がついている。



! 発電所の運用はベースロードでロードファクターは８３％としている。天然ガスはTake or Pay契

約で、価格は3.85$/MMBtu。Shellの最初の提示価格は6$/MMBtuであり、その時に輸入LNGに

ついても検討し、マレイシア、カタールに行って交渉した。その結果として、最終的に現在の契約

金額となった。

! コンバインド・サイクル発電所はシーメンスの機器で、運転も担当する。運転員は世界中から

３０００人の応募者の中から選ばれた８０人の非常に優秀な人材。

! Shellの Batangasガス処理施設からSanta Rita までのパイプライン8kmは現在D／D中で、オー

ストラリアのコントラクターがEPC（Engineering, Procurement, Construction）を行い伊藤忠から

パイプを調達する。

■Batangas―（Sucat）－Manila パイプランについて

! 現在 NPC 所有の Sucat 発電所が将来 NPC 民営化の際に売りに出された場合、我々は購入する

意向。その上で、コンバインド・サイクル天然ガス火力発電所に転換する計画で、その場合、現

在 Black oil 輸送用パイプライン（77km、建設後３０年未満）を天然ガス輸送用に転用する計画。

このパイプラインは 60%が First Gas で、Shell が 40%を所有している。転用のための技術的問

題は既に解決しており、費用も 10M$と試算している。これは自前の資金で実施可能。

! 既存のパイプラインの転用ではなく、新設の場合は建設費用は 77M$（1M$/km）と試算されて

おり、転用が可能とすると非現実的。特に、パイプラインの新設の際の Right of way の問題は

難しいと考えられる。

! このパイプラインはこれまでも利益をあげており、我々としては売る意思はない。仮に NPC 所

有の Sucat 発電所が他社に落ちた場合も、このパイプラインを使って、天然ガスへの転換を勧

めるつもりだ。

! このパイプラインの周辺地域はフィリピンの工業総生産の７５％程度が集中している地域であり、

天然ガス利用の可能性を持つ産業が多数ある。既に Shell はこの地域の需要調査を実施しており、

我々にも情報はインプットされている。

! 我々は都市ガスビジネスに参入する意思もある。天然ガス輸送のパイプラインがあれば、需要も

伸びてゆくもの考えており、将来的には LNG ステーションも建設可能になると考えている。

■天然ガス利用の普及について

! British Gas は数年前アルゼンチンで天然ガス自動車（CNG）システムを普及させた実績があり、

我々はこの経験を生かしてフィリピンにおいても天然ガス自動車を普及させたいと考えている。

また、彼らはガス冷房システムについても豊富な経験を持っている。

! 我々は、フィリピンにおけるガス利用の促進を推し進めており、用途は発電用に限定していない。



（４）First Gas Power

1000MW Combined Cycle Gas Turbine Power Plant in Batangas

９月２５日　１１：００～１４：００

Ramon J. Araneta, Deputy Project Manager (First Gas Power)

Mike Roberts, Commissioning Manager (British Gas)

（同行者）

Ismael U. Ocamp, Chief Oil and Gas Division, DOE

Hershey Tapia dela Cruz, Energy Planning & Monitoring Division, DOE

■Santa Rita コンバインドサイクル発電所 1000MW（250MW×4 系列）

! 建設は ECP 契約でシーメンスが請け負っており、ガスタービンはシーメンス製。現在の建設工

事の進捗状況は、計画 98.5%に対して 88.7%。主な遅れの原因は配管工事の遅れ。受け入れ燃

料（液体）のパイプラインは既に完成しており、スタートアップ用のディーゼル油も２つのタン

クに入れられている。ディーゼル油で立ち上げて各部の漏れ等が無いこと確認した後、より廉価

な（しかし揮発性で危険な）ナフサでの運転に切り替えることにしており、そのナフサも近く受

け入れる予定。

! コンバインドサイクルの効率は 55-56%程度と考えている。液体燃料では若干効率は低下するが、

発電量は大きい。フィリピンにおいて最も安い発電コストとなるはず。液体燃料は天然ガスより

高いが、それでも十分利益は出る。

! 最初の 6 年間はシーメンスが運転し、その後移管される（BOT）。

! 液体燃料タンクの容量は 30 日分。ディーゼル油及びナフサは ENRON から供給される。

! 運転員は総勢で 80 名だが、１シフトはコントロールルームに 2 名で、点検見回りが２名程度に

なる。

! 今年中に発電ができることを目指している。

■San Lorenzo コンバインドサイクル発電所　500MW（250MW×２系列）

! 500MW コンバインドサイクルは Santa Rita に隣接して建設され、コントロールルーム等の付

帯設備は共用する。この発電所もシーメンスが建設を行う予定。

（５）Shell (Malampaya Natural Gas Project)

CGS (Concrete Gravity Structure) construction site in Subic

９月２６日　１０：００～１４：００

現場責任者（Shell）

Carlo S. Pablo, Gas & Power Market Development Manager

（同行者）

Ismael U. Ocamp, Chief Oil and Gas Division, DOE



Hershey Tapia dela Cruz, Energy Planning & Monitoring Division, DOE

Ricardo B. dela Cruz, Mining Engineer, Coal and Nuclear Minerals Division, DOE

! 政府から 48 ヶ月間のリース契約で元は湿地帯のこのサイトを借りて CGS（Concrete Gravity

Structure）を建設している。サイトの開発を始めたのは昨年（1998）10 月からで、今年の 4 月

までのはサイトの建設（ドック、発電設備、労働者宿舎等の整備）にかかり、その後実際に

CGS の建設に取り掛かった。今年中に残り半分と、上部のシャフトが完成する予定。現在のペ

ースだと工事は 3̃4 週間早めに終わる予定。

! CGS は 80,000t のコンクリート構造物（底面の厚さは 1.2m）だが、中のセルは空いているの

で、浮くことができる。完成後は、ドックに海水を入れ、各部のチェックをした後、堤防を崩し

て外洋に牽引する（来年 6 月に約 2 週間で実施する予定）。来年の 9 月１日に実際の設置地点

の深度 45m 海中に設置する予定だが、その際にはセルに鉄やバラスを入れて沈める。設置海底

面はバラスで整地される。コンクリートは不浸透性の特殊なものを用いており、貯蔵したコンデ

ンセートは外に漏れることは無い。

! 2001 年にはシンガポールで建設される生産設備及び居住区等の上載構造物が設置されて、海上

施設は完成する。

! CGS をこのようなドックで建設するのはまだ世界で３，４例しかないが、大きさは北海油田の

ものと比較すると非常に小さい（Baby 級）。ちなみに北海油田の CGS はノルウェーのフィヨ

ルドを利用して、海上で順次組み上げられた。

! CGS の建設コストは 50～60M$で、サイト建設、終了後の整備（終了後は政府がマリーナにす

る計画を持っている）を含めた総コストは 100M$程度となる。

! 現在 1350 名の労働者がここで働いている。作業は 24 時間体制で、14 日シフトで 12 日間働い

て 2 日間が休み。

! 地元との関係を非常に重視しており、労働者も地元から雇用し、2 週間に 1 度は必ず地元民との

ミーティングを持ち、騒音、臭気等どんな小さな変化についても話し合っている。

（６）Philippine National Oil Company Exploration Corporation（PNOC-EC）

９月２７日　１４：００～１５：３０

Rufino B. Bomasang, President & CEO

Susana Estera-Chua, Project Coordinator, Natural Gas Development

! PNOC は持ち株会社で、実際の業務はその下の PNOC-EC 等の会社が実施している。PNOC-EC

は、石油やガスの探査、開発だけでなく、石炭についても同様の調査を実施している。PNOC-

EC の 他 に は 、 PNOC-Oil & Gas, PNOC-Coal Trading, PNOC-Energy Development

Corporation（地熱開発を実施）, PNOC-Petrochemical Development Corporation 等がある。

! ìBasic Survey Report of Kyosui-sei-gasu Development Project in Iloilo Basin, Panay Island,



Philippinesî(1982)で JICA が調査している共水性ガス資源（水にメタン等が溶け込んでいるも

の）が最近 Cotabato（ミンダナオ島）で発見され、先週の金曜に出た分析結果から、JICA 調査

報告書でフィージブルといっている溶存ヨウ素の濃度 40ppm に対して、90ppm 以上を確認し

ている。日本は、この共水性ガスを抽出して得られる Iodine（ヨウ素）の世界第２位の生産国で

あり、前回の調査もあることから是非専門家を派遣してほしい。この専門家派遣プロジェクトの

コンセプト文は帰国までに作成して今回の調査団に渡すようにしたい。従って、供給可能性とし

てこの Iodine を含めれば、ミンダナオについても天然ガス資源の可能性は十分あると考えられ

る。

! Fuga 島の天然ガス資源は、今後ボーリング調査を実施するので、遅くとも来年中旬までには現

在予想されている埋蔵量 4～18TCF が実在するか明確になる。

! Cebu 島については、過去にボーリング調査が実施されたことはあったが、現在のところ天然ガ

ス資源は確認されていない。

! PNOC-EC としては、今後も特に浅層の採掘コストの安い天然ガスの探査を進めて行きたい。フ

ィリピンは電気料金が高いが、それゆえに輸入石油、石炭からの天然ガスへの転換も容易である。

! Batangas から Manila までのパイプラインの F/S 調査は既にニュージーランドの援助でコンサ

ルタントが実施し、フィージブルであるとの結果を得ており、今後実施に向けて資金調達（10

インチ径、110km で約 40M$）について検討していく予定。パイプラインの所有者は分からな

いが、政府の基本方針は民営化であり、そうなる可能性は高いが、PNOC-EC としては積極的に

プロジェクトを進めていく。

! ニュージーランドが実施した F/S 調査（Natural Gas as a New Energy Source in the

Philippines）では、Phase1 でマーケット調査を含む F/S 調査を実施し、Phase2 でパイプライ

ン（輸送と配給網）の Preliminary Design を実施している。マーケット調査はパイプラインに隣

接する地域の工業利用されている LPG とディーゼル油の代替のみを対象に実施しており、調査

は 2 段階に分けて実施された。第１段階においては、いろいろな工業分野の会社に質問票調査を

実施し、可能性のある業種を絞り込んだ。第 2 段階では、選ばれたセラミック、ガラス等の業種

に絞って、パイプライン周辺の会社を訪問し、インタビューによる詳細な調査を実施した。また、

簡単な地質調査や道路網、Right of way 等についても検討した。調査は、Manila 周辺地域の総

使用量ベースで 24%、61 の会社、調査対象地域（パイプライン周辺）の使用量ベースで 60%の

会社について実施された。

! このマーケット調査結果からは、現在残っている Malampaya-Camago の 300MW 分の天然ガ

スで需要を賄うのに充分であり、それでもパイプラインはフィージブル。

! PNOC-EC がニュージーランドと共同で実施した市場調査には天然ガスの家庭や商業での利用は

含まれておらず、JICA 調査で実施する意味はある。工業についてもパイプラインの周辺地域の

みである。また、LNG 等の供給側の調査も有益。

! 既設のパイプライン（Shell と First Philippine Holdings）を転活用するには安全性について充分

に調査する必要がある。

! Batangas から Manila までのパイプラインについては、PNOC-EC で実施しているし、民間で



も（転活用の F/S を）実施していることから更に調査する必要はないと考えられる。TOR にあ

るパイプラインの F/S は、以前に作られた TOR にあった項目が、その後の事態の変化をフォロ

ーしていないために残ったものと思われる。

! Trans-ASEAN-pipeline の F/S 結果は 2001 年には明らかになる予定。

（７）Shell Philippine Exploration B.V.

９月２８日 １１：００～１２：００

Carlo S. Pablo, Gas & Power Market Development Manager

Joanna Hughes, Natural Gas Development Manager

! 天然ガス需要予想：２００２年には Malampaya ガスの供給が始まり、２７００MW の発電にガ

スが供給される。また San Pascual の３００MW、２００４年からは IPP の Magellan の３０

０MW、２００５年に Luzon の１０００MW 発電の需要が予想される。さらに工業・商業用と

して３０～７０MMscfd のガスが見込まれている。

! Tabangao ガスのネットバック価格：１９９７年時点の Tabangao のガスのネットバック価格

は US$4.0/ｋWh である。算定前提は電力価格を NPC の２．５ペソ/ｋWh および Meralco の４．

０ペソ/ｋWh、US$１が４０ペソ、そして発電効率を３３％とした。

! Batangas-Manila パイプライン：Batangas-Manila パイプラインについて既存のブラック油パ

イプラインが転用できるか机上スタディを行った。パイプラインの仕様は天然ガスの輸送には問

題なく、またサイズについても充分であることが分かった。メンテナンス記録およびパイプの状

態について調査する必要がある。この既存のパイプラインは１９６５̃１９７０年に建設された

ものである。問題点は現在輸送しているブラック油を Malaya 発電所へ輸送する方法であるが、

バージで Manila 湾を通り、川を使って Lagoon Bay にある発電所へ運ぶ方法が考えらる。

! 仮に既存パイプラインが使えない場合、既存の有料道路沿いにパイプラインを敷設する方法があ

る。この道路はカランバよりケゾンまで通る予定である。Batangas までは２０ｋｍで Right of

Way は６ｍあり、今年度中に建設に入る。Batangas よりインターナショナルポートまでは５ｋ

ｍである。新設パイプラインの建設費は現在建設している Tabangao ñ Santa Rita の８ｋｍで

１５百万ドルおよび Tabangao ñ Ilijan の２ｋｍで１２百万ドルをベースに考えて新設の７０ｋ

ｍのパイプラインでは７０百万ドルと予想される。このパイプライン沿いのマーケットは Gas

Fired Cogeneration と商業ビルの冷房に用いられると考えている。またロペスグループの工業団

地がパイプライン近辺に計画されており、団地用に６５MW のガスタービン発電所の設置が予定

されている。この工業団地はその他の工業団地の典型例であり、これらの工業用地が立ち上がれ

ば、需要が増えると予想される。

! 新設パイプラインの建設スケジュールは、楽観的に考えて建設に２年、プロジェクトのファイナ

ンシングおよび許認可に１年とすると、今年中に始めれば、２００２年末にガスが供給できると

考える。



! ガス供給可能性：Malampaya ガス供給の可能な量は、パイプライン能力は６５０MMscfd であ

るが、プラットフォームの設備に制約が有るため５００MMscfd を若干超えた量である。この値

は３０００MW の発電所に供給可能なガス量で平均値ではない。Malampaya ガス供給に引き続

き、San Martin および SC38 の鉱区でのガス供給が見込まれる。ポテンシャルマーケットの予

想から、ガス供給量は Malampaya だけでは足らないため、国内でガス産出の可能性のある

Fuga および中部フィリピン、LNG 輸入、そして Trans ASEAN パイプラインが供給源として予

想される。ASEAN のガス埋蔵量は合計１８４TCF と予想され、インドネシア、マレーシアが量

的には多く、フィリピンは約２％である。LNG は短期的な供給源として考えられ、輸入先とし

ては、インドネシア、マレーシア、ブルネイ、オーストラリアである。また長期的には ASEAN

ñ Trans パイプラインが考えられる。

! ガスマーケットの新しい情勢は次の通りである。

! 今後のガス利用の拡大は、エネルギーマーケットからも強い関心を持たれている。

! ガス利用は、新規の発電や工業用および商業用として魅力がある。

! 成長するガス需要を満たすためには現在の Malampaya のガス量だけでは不足し、新たなガ

スが必要となる。

! 国産のガス利用は優先すべきであるが、新たなガスとして近隣の ASEAN 諸国からの輸入も

可能である。

! Malampaya プロジェクトで建設されたインフラは、長期的に見れば ASEAN パイプライン

網に貢献する。

! 小規模の LNG 輸入はガス利用促進の観点から将来の国産ガス開発を支援する。

（８）Manila Gas Corporation

９月２８日 １４：００～１５：００

Basilio R. Tagorio, Vice-President

Glen S. Sadian, Operation Manager

! Manila Gas Corporation は国営会社のNational Development Companyの傘下であり、国営会社で

ある。１９１２年に設立され、地下ガスパイプラインの営業権を保有しているが、１９９１年から

都市ガス供給のため地下ガスパイプラインは運転していない。この理由は１９８６年に都市ガスの

インセンティブを政府が解除したため、LPGより都市ガスが高くなり売れなくなったためである。

ただし、地下ガスパイプラインの営業権は１９６２年より５０年間保有している。現在の従業員は

約120名。

! 現在はLPGの販売を行っており、シェアは約８%である。LPGの販売は大手としてCaltex、Shell、

Petron があり、Manila Gasは４番目である。その他小業者がある。LPGの供給は５０％が輸入で

残りは大手３者より購入している。

! 2 週間前に Shell と共に Board of Investment（Trade and Industry の傘下）で、天然ガスの配



給網について協議を行った。Shell は我々の持っている営業権を使って我々と一緒に事業を進め

るべきだと思うが、Shell は独自にパイプラインを敷設するつもりかもしれない。天然ガス配給

網を誰が実施するかは決めるのは政府。何れにしても、5～10 年後には天然ガスが配給網を使っ

て普及していると思う。

! 都市ガスのパイプラインは 1912 年から順次建設されており、主幹パイプサイズは１４インチで、

枝管は３/４インチである。パイプライン網はほぼメトロマニラをカバーしている。（都市ガス

パイプライン図を参照）。ガス配給網をマニラで持っているのはマニラガスだけ。パイプライン

網としては、Shell の Oil 用のものがある。

! 天然ガスの配給網として都市ガスの配給網を使う場合、サンプルを採取して調査する必要がある

が、１９８３年および１９８６年に大阪ガスが JICA 調査団として行った“都市ガスパイプライ

ンのリハビリ調査”の時点では問題なかった。

! 都市ガスパイプラインの内側にプラスチックをコーティング する技術が British Gas から提案さ

れており、再使用時の老朽対策の選択肢の一つと考えられる。

（９）National Economic and Development Authority (NEDA)

９月３０日　１６：００～１６：３０

Vanessa Agnes F. Dimaano, Economic Development Specialist, Public Investment Staff

Violeta C. Conde, Chief, Public utilities Division, Trade Industry & Utilities Staff

Dennis A. Lim, Senior Economic Development Specialist, Trade Industry & Utilities Staff

　調査団より、今回の調査の結果概要を説明し、DOE との間で署名交換した M/M を手交した。

NEDA からは、今後も必要な協力、情報があれば協力したいとのコメントがあった。



第３章　フィリピン国の社会・経済状況
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３－１　社会状況

（１）国の概要

国　　名：フィリピン共和国（Republic of the Philippines）

国土面積：３０万km2  （日本の約0.8倍）

人　　口：7,553万人（1997年）

一人当たりＧＤＰ：1,088米ドル（1997年）

首　　都：マニラ

民　　族：マレー系が多数。他に中国系、スペイン系及び少数山岳民族

主要言語：公用語はフィリピーノ語（タガログ語を母体とした国語）と英語

宗　　教：カトリック（約85%）、イスラム教（約5%）、プロテスタント（約3%）

通　　貨：ペソ（１米ドル＝40.98 ペソ(1998年1～9月平均）アジア通貨危機以降、ペソ安の傾向が

　　　　　続いている。

（２）政治

　フィリピンには、紀元前から様々な民族が住んでいたが、マゼランの発見によりスペインが長く支

配。その後、アメリカ、また、第二次大戦中は日本にも一時支配された。

　1946年、ロハス初代大統領のもとに、フィリピン共和国として独立。1965年に誕生したマルコス

政権は、その後独裁政治を行い同族支配を固めていった。これに対する人民の怒りが爆発し、1986年

マルコス政権は終焉を告げ、アキノ政権が発足。アキノ政権は着実に軌道に乗りつつあったが、その

後度重なる自然災害や世界情勢の変化、さらには電力不足の影響で経済も大きな打撃を受けた。

　その後、1992年アキノ政権を引き継いだラモス政権は、順調に経済回復を行ってきたが、アジア通

貨危機の影響で任期２年目を迎える現 エストラーダ政権の現在まで厳しい状況が続いている。

　なお、今なお貧富の差は大きく、特に、ミンダナオ島を中心にイスラム教徒であるモロ族が独立を

目指して武力闘争を続けている。

　

（３）エネルギーの状況及び政策

　1992年に施行されたエネルギー省条例（Department of Energy Act of 1992, R.A.7638,

December 9, 1992）には、以下のように記されている。

! 持続可能で、必要十分なエネルギー供給を経済的に行うこと。目標としては、民活によるエネ

ルギー開発や省エネルギーによって、エネルギー自給のアップを目指す。

! 各種プログラムを有効に活用（統廃合や協調的施行）することで、環境へ負担をかけることな

く、エネルギーの生産性の向上及び自給をめざす。



　1990年代前半からの順調な経済成長も、97年央の通貨危機に端を発したアジア全体の経済危機に

よりフィリピンにおいても様相が一変し、先行き不透明な状況になっている。

　このような状況下でエネルギー省は、上記の政策目標達成に向け、下記の具体的施策に基づくエネ

ルギー計画（ENERGY　PLAN(1998－2035)）と題し、自国のエネルギー需給見通し改訂版を公表し

ている（1998年）。1998年から2035年までと、実に３７年間の長期見通しを行っているが、前政権

下時代にベースが策定されていることや、超長期の見通しであることからフィリピン当局も不確実性

をもったものであるとの言及。ここでは細部については、１０年間（1999年－2008年）の見通しを

もとに述べる。

１）エネルギー計画政策目標

①継続的な国内資源の探査・開発によるエネルギー自給率の向上

②経済性と安定供給の面から国内外資源の多様化

③新エネルギー、再生利用可能エネルギーの利用拡大

④利用部門が多岐に渡る電力、石油製品の安定的、効率的供給

⑤エネルギー利用の省力化、効率化を促進

⑥エネルギー分野における民間投資の促進

⑦環境にやさしいエネルギーシステム導入の促進

⑧エネルギー関連プロジェクトの計画・実施段階において、社会・環境問題に対する十分な配慮を

行う

⑨エネルギー政策立案・意思決定のためのエネルギー情報システムの構築

２）エネルギー供給実績

　1996年の一次エネルギー供給は、27.51 百万TOEである（薪炭類を除く）。その中でも石油の占

める割合が約７０％と大きく、次いで地熱の約２０％である。石油はほぼ全量を輸入に依存している。

1986年から1996年までの一次エネルギー供給の年平均伸び率は7.0%である。うち、石油は年率

8.3%と高い伸びを示している。輸送用燃料需要が増加したことが主な要因である。

３）今後のエネルギー需給見通し

　エネルギー全体では、1999年から2008年まで、年率６％の上昇を見込んでおり、今後１０年間に

ついては、自給率のアップを図るためにも省エネルギー・デマンドサイドマネージメントの対策につ

いても、焦点をあてているが、特に、自給率については、1998年の３９％を2008年には、４７％に

上昇。これは、天然ガスと地熱の供給源拡大によるところが大きい。



表３-１　Primary Energy Mix (in Million Barrels of Fuel-Oil-Equivalent, MMBFOE)

   1998    1999    2004    2008

 Vol.  %  Vol.  %  Vol.  %  Vol.  %

INDIGENOUS ENERGY

 oil

 gas

 coal

 hydro

 geothermal

 new and renewable  energy

93.87

 0.26

 0.02

 4.24

 7.20

13.74

68.42

 39.3

  0.1

  nil

  1.8

  3.0

  5.8

 28.7

103.8

 0.16

 0.02

 5.57

 9.06

18.77

70.22

 42.3

  0.1

  nil

  2.3

  3.7

  7.7

 28.6

145.6

 3.16

21.45

 7.05

10.93

22.95

80.06

 45.7

  1.0

  6.7

  2.2

  3.4

  7.2

 25.2

195.4

13.94

28.74

17.28

16.62

27.53

91.32

 46.9

  3.4

  6.9

  4.2

  4.0

  6.6

 21.9

IMPORTED ENERGY

 oil

 coal

144.9

129.9

 14.9

 60.7

 54.4

  6.3

141.6

114.2

 27.4

 57.7

 46.5

 11.2

172.7

141.7

 31.0

 54.3

 44.5

  9.8

221.0

181.3

 39.7

 53.1

 43.5

  9.5

TOTAL ENERGY 238.8 100 245.4 100 318.3 100 416.5 100

  self-sufficiency % 39.31 42.30 45.73 46.92

(Phillipine Energy Plan 1999-2008)

（石油）

　人口の増加や経済成長により、エネルギー源を石油に頼るところは大きい。ＬＰＧは、料理など家

庭での消費が増加し、急成長の見通しである。自動車用のガソリンは、今後１０年間で７．３％の増

加の見通しである。

表３-２　Petroleum Product Demand Forecast (in Million Barrels ,MMB)

     １９９８     １９９９     ２００４     ２００８

  Vol.   %   Vol.    %     Vol.    %     Vol.    %

 ＬＰＧ

 Kerosene

 Diesel

 MoGas *1

 Avfuel *2

 Fuel Oil

  10.44

   4.98

  44.35

  23.02

   5.58

  53.10

   7.4

   3.5

  31.4

  16.3

   3.9

  37.5

  11.47

   4.99

  43.16

  24.25

   6.60

  35.72

   9.1

   4.0

  34.2

  19.2

   5.2

  28.3

  18.40

   5.71

  54.54

  33.66

   9.35

  40.06

   1.4

   3.5

  33.7

  20.8

   5.8

  24.8

  27.37

   6.25

  66.71

  45.86

  12.70

  59.46

  12.5

   2.9

  30.6

  21.0

   5.8

  27.2

 TOTAL  141.47  100.0  126.18  100.0  161.73  100.0  218.34  100.0

　　　　　　　　　　　　 *1  Motor gasoline includes premium,unleaded,and regular gasoline

　　　　　　　　　　　　 *2  Aviation fuel includes aviation turbo and aviation gasoline

(Phillipine Energy Plan 1999-2008)

（電力）



　電力需要は、1999年の43,010GWhから2008年には、93,901GWhと９．１％の増加である。地域

別でみると、ミンダナオ島の１０．５％が高い。これは、2001年のThe Philippine Integrated Steel

Project による効果である。また、次いで上昇率の高いビサヤス地域は、電化率のアップに伴うもの

である。

表３-３　Electricity Demand in Gwh

 Luzon  Visayas  Mindanao  TOTAL

1998

1999

2004

2008

  31,506

  32,564

  48,465

  68,367

   4,485

   4,501

   7,450

  10,908

   5,848

   5,945

  10,196

  14,626

  41,839

  43,010

  66,111

  93,901

                Average Growth Rate(%)

1999-2004

2004-2008

1999-2008

    8.3

    9.0

    8.6

   10.6

   10.0

   10.3

   11.4

    9.4

   10.5

    9.0

    9.2

    9.1

                                          　　　　 (Phillipine Energy Plan 1999-2008)

（天然ガス）

　天然ガスは、カマゴ－マランパイヤ・ガス田の開発により、1998年の７万BFOEから、2002年に

は2010万BFOEに伸び、用途別では発電が最も多く、全体の85%を占める。特に、サンタリタに

1,000ＭＷのコンバインドサイクル発電が開始される。

　当該ガス田のポテンシャルは、3,000MWクラスのガス火力発電プラントを20年以上操業するのに

十分な資源量である。パイプライン沿線の企業供給網の拡大や投資により、LPGや席結い石油から天

然ガスへの転換等需要拡大は、かなり見込める。この他、家庭や、運輸部門での利用が見込まれる。

（石炭）

　1998年には、石炭の消費は5,711ＭＭＴとなると推定され、１年前と比べ20.8%の増加である。こ

れは、発電向けの石炭火力用の大幅増による。一方、セメント産業用は、減少している。

　１０年間の見通しでは、1999年の9,790ＭＭＴが2008年には16,898ＭＭＴ　と大幅に上昇し、発

電用比率は約88%となる。

３－２　経済状況

（１）これまでの状況

　1965年から21年間続いたマルコス大統領による専制体制が終わり、1986年2月アキノ政権が発足

した。アキノ政権は、就任当初より機構改革を進め、経済再建に取り組んだ結果、実質経済成長率も

僅かながらプラスに転じるようになった。さらに、1987年から1989年にかけて5～6％の成長率を維

持し続け、アキノ政権の経済改革は軌道に乗りつつあった。しかしながら、1990年代に入り、度重な



る自然災害や湾岸戦争、さらには電力不足の影響で経済も大きな痛手を受けることになる。

　まず、1990年の前半は大規模な干ばつのあおりで水力発電所が稼働できず、３月下旬から７月上旬

にかけてルソン島でほぼ連日停電が続いた。その後、バギオ地震、イラクのクェート侵攻により、中

東の出稼ぎ労働者からの貴重な外貨獲得源が先細りになった他、原油高が経済に与えた影響は極めて

大きかった。その後も、ピナツボ火山の大噴火により周囲の農地ばかりでなく、中部ルソンに拠点を

置く輸出志向型企業約400社にも被害を出したこと等、また慢性的な電力不足を主要因として国内の

経済活動は低迷した状況であった。

　その後、アキノ政権を引き継いだラモス政権（1992年発足）は、フィリピンの経済力をアジア

NIES諸国と同程度まで引き上げることを目標に、積極的に外貨を導入する政策を実施した。また、国

営企業の民営化を通じて財政収支の改善と投資環境の整備を図ることが目指された。こうした経済政

策を実施した結果、ＩＰＰの進出による電力不足の改善等と相まって、1993年後半から経済は回復基

調に転じていた。

（２）現在の状況

　ラモス政権(1992～1998年)の下で順調に経済回復を図ってきたが、1997年央に発生したアジア通

貨危機の影響で1998年のGDP成長率は1.5%と、1997年の5.3%から減速する見通しである。また、

1998年の財政収支は1994年以来５年ぶりに赤字に転落することとなった。増加傾向にある銀行の不

良債権比率（98年９月末で11.4%）も高い失業率(同年7月で8.9%)、高止まりしているインフレ率(11

月11.2%)などは大きな懸念材料である。

　アジア通貨危機は、フィリピンにおいては近隣諸国と比較してそれほど深刻ではなかったものの、

経済成長率の悪化（実質GDP成長率97年5.2%,98年▲0.5%）、インフレ率の上昇(97年5.0%、98年

9.6%)、財政収支の悪化(GDP比97年0.1%、98年▲1.9%)といった指標からも明らかなように、経済

成長と貧困状況に対して大きな負の影響をもたらした。

　フィリピンは、地理的優位性（東南アジア域内の中心に位置し、域内のハブ的役割を担える）と言

語的特質（英語を公用語。外資系企業の進出容易。積極的労働力送出。）を有しているが、道路、交

通、通信等のインフラ整備が遅れており、これが全ての産業の発展の足枷せとなっている。エネルギ

ー総需要の四割以上を輸入の石油に依存し、国産エネルギー源の開発と有効利用を主とした石油代替

エネルギーへの転換を図り、低価格の安定したエネルギー供給網の整備も経済への影響は大きいと考

えられる。

（参考文献）

・「PHILIPPINE ENERGY PLAN 1990・2008」,

　the Phillipines Department of Energy , 10 February 1998

・「アジア・太平洋地域の天然ガス需給動向に関する調査報告書」,

　財団法人, 日本エネルギー経済研究所, 平成11年3月31日

・電力調査会資料, 1998年
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第４章　フィリピン国の天然ガス開発､輸入計画

４-１　天然ガス開発の現状

　フィリピン群島は世界で最も複雑な地形を示す地域の一つであり、地質構造も極めて複雑である（図

４-１に地質構造を示す。）。しかしその構造を大局的に区分すれば、北北西-南南東方向に連なる一連

のスラスト断層によって二つの地質区に分けることができる。このスラスト列の東側はフィリピン群

島の大半を占め、弧状列島系（Island Arc）を構成している。また西側はパラワン島、スル海、セレベ

ス海に連なり、スラスト断層を介して東側の弧状列島系ブロックの下位にもぐり込んでいる。東側の

ブロックにはさらに弧状列島系中央に北北西-南南東に走向する横ずれ断層があり、この地域の地質構

造をさらに複雑化させている。この弧状列島系には第三紀初期より Back Arc Basin が形成され、幾つ

かの第三系堆積盆地が発生している。これらの盆地では古くから油徴･ガス徴が知られており、一部の

地域ではすでに一世紀も前から石油探査が行われている。

　フィリピンは一応産油国ではあるが、その他のアセアンの産油国に比べれば遥かに産油量は小さい。

同国では 1970 年代の後半に、Palawan 島北西部の海域で小規模な油田が相次いで発見され、その内

のいくつかは開発されたが枯渇するのも早く、1994 年の生産量は同海域の West Linapacan 油田と

Nido 油田（間欠生産）からの合計 9,100 BPD にすぎない。受領した資料によれば、1999 年 8 月 5 日

の時点で、いわゆる生産分与契約(PSC)に相当するサービス契約（Service Contract）でアクティブな

ものは 6件、また、より石油会社のオブリゲーションが緩いGSEC（Exclusive Geophysical Survey and

Exploration Contract）でアクティブなものが 16 件と、石油会社の活動も活発ではない状況が窺える。

　天然ガスの生産についてはこれまでほとんど知られておらず、収集資料より Luzon 島北部の

Kagayan で 3MW の発電所向けに、また、Cebu 島北部で Cophil Exploration Corp.により 5MW の発

電所向けにガス開発が行われていることが判明したが、いずれもパイロット・プラントと呼んでも良

い程の小規模のものとのことである。従って今日まで、フィリピンでは商業規模の天然ガス開発は事

実上行われておらず、Shell Philippine Exploration B.V.（SPEX）と Occidental Philippine Inc.（Oxy）

が計画している Palawan 島北西沖の Malampaya/Camago 油・ガス田の開発が、同国にとって最初の

本格的な天然ガス開発プロジェクトになる。

（１）開発政策

　フィリピンにおける石油・天然ガスの探鉱・開発に関する法的な枠組みは、1972 年 12 月に公布さ

れた大統領令 87 号により、それまでの利権契約からインドネシアの PS 契約をモデルとしたサービス

契約（SC）に移行した。サービス契約の条件は度々改正されたが、1983 年の大統領令 1857 号で大

水深鉱区（面積の 85%以上が水深 200 m を越える鉱区）に対するインセンティブを導入した以外はい

ずれも小幅な改正で、現行のシステムも大筋で導入当初のシステムと同様となっている。その内容の

主なものを挙げると以下のようになる。

! フィリピン側の契約当事者はエネルギー省であり、PNOC（Philippine National Oil Company）





ではない。

! 設備等資産の所有権はコントラクターにあり、これは生産終了後も変わらない。但しコントラク

ターは、生産終了後 1 年内に設備を撤去する必要がある。

! 探鉱期間は 7 年間で、通常の鉱区で 3 年間、大水深鉱区では 5 年間の延長が認められる。この間

に原油・ガスの発見があれば、評価用に更に 1 年間の延長が認められる。探鉱義務の例として、

通常鉱区で最初の 2 年間に 3 坑井の掘削、大水深鉱区で同期間に 2 坑井の掘削などがある。

! 鉱区返還は、5 年後に 25%、延長された場合は 7 年後に更に 25%となっている。

! 生産期間は、10 年間の探鉱期間の残存分プラス 25 年で、その後契約条件を再交渉した上で更に

15 年の延長が認められる。

! コスト回収は収入の 70%まで認められており、その対象は、FPIA （Filipino Participation Incentive

Allowance）、操業費、減価償却、政府の承認を得た開発・生産のための借入金金利の 2/3 となっ

ている。

! FPIA は、サービス契約へのフィリピン人（個人およびフィリピン人が 60%以上を所有している

法人）の参加を奨励するもので、その参加シェアにより全収入の最大 7.5%までをコスト回収の対

象とできる。7.5%を回収するために必要なフィリピン人シェアは、通常の鉱区では 30%超、大水

深鉱区では 15%以上となっている。

! 減価償却は、定額法または残高低減法のどちらかをコントラクターが選べることになっている。

償却期間は 5 年間。

! 大水深鉱区に対するインセンティブとして、複数鉱区にまたがるコスト回収と生産開始前 10 年間

の操業費のコスト回収が認められている。10 年以上前の操業費についても、年率 20%で減額し

たものが回収できる。

! 原油・ガスの販売により得られた利益の配分は、政府が 60%、コントラクターが 40%となってい

る。

! 所得税（税率 35%）は、政府が払う。

! 生産された原油やガスの価格は、自由市場での価格が認められる。

　このような契約条件は東南アジア、アフリカ、北海地域諸国の条件の中で最もコントラクターに有

利とされているが、フィリピン政府は一層の探鉱活動の促進を目的として、フィリピンには上記で述

べたサービス契約以外に Exclusive Geophysical Survey and Exploration Contract（GSEC）と Non-

exclusive Geophysical Permit（NGP）と呼ばれる方式を採用している。これらは名称から分かるとお

り、石油会社が大きなオブリゲーションを背負うサービス契約にコミットする前に探鉱を行うことを

認めるもので、探鉱の促進策であり、開発に移行する場合はサービス契約を締結する必要がある。

　GSEC は、石油会社に設定されたエリアで独占的に探鉱活動を行う権利を与えるもので、期間は 1

年であるが、義務となる物理探鉱に加えて試掘を行う場合は延長が認められている。更に GSEC 締結

の際にサービス契約が事前に交渉されていれば、石油会社は GSEC の期限切れの際にこれをサービス

契約に切り替えるオプションを与えられる。NGP は、石油会社に物理探鉱を行う非独占的な権利を与

えるものであり、期間は半年間となっている。建て前は非独占的であるが、これまで同一エリアに複



数の会社に権利を認めたことはなく、運用上は独占的な権利を与えるものとなっている。これら全て

の契約において政府所轄機関はエネルギー省（DOE）である。

　下記に各契約にて活動を行なっている会社名と地域を示す。図４-２にその活動地域を示す。

表４-１　フィリピン国における天然ガス開発状況

Service Contract (SC)

No. 会社名 地域

6 Philodrill Corp. Offshore NW Palawan

14 Alcom Production Offshore NW Palawan

37 PNOC-Exploration Corp. Isabela, Cagayan Valley

38 Shell Phils. Explo. Offshore NW Palawan

40 Forum Exploration North Cebu

41 ARCO Philippines Sulu Sea

42 Socdet Production Offshore NW Palawan

Geophysical Survey & Exploration Contract (GSEC)

No. 会社名 地域

73 PNOC-Exploration Corp. Cotabato

75 Vulcan Industrial Central Luzon

76 Globex Offshore Ragay Gulf

84 PNOC-Exploration Corp. Babuyan Channel

87 Philodrill Corp. Sibutu

88 PNOC-Exploration Corp. Offshore Mindro

89 Petrofields Corp. Agusan-Davao

90 Basic Connsolidated Lingayen Gulf

91 Shell Phils. Exploration Offshore SW Palawan

92 Forum Exploration Manila Bay/Cavite-Batangas

93 Alcom Petroleum East Visayan Sea

94 Trans-Asia Oil Offshore W Palawan

95 Socedt Production Offshore SW Palawan

96 Murphy Philippines Offshore NE Palawan/Cuyo

97 Dragon (Far East) Reed Bank

98 Phiodrill Corp. Mindoro

N90on-Exclusive Geophysical Permits (NGP)

No. 会社名 地域



Pacrim Energy Central Luzon

Trans-Asia Oil Offshore W. Batangas/Tables

GSEC Application

No. 会社名 地域

South China Resources Offshore NE Palawan

（２）事業体制

　一般的にガス事業には、上流事業者（ガスの開発生産事業）、中流事業者（生産したガスの輸送事

業）、そして下流事業（ガスの販売もしくはガスを原料とする電力事業）に分けられるが、フィリピ

ンのこれら３部門事業についての法的な枠組みは以下の通りである。

１）上流部門

　ガス事業の上流部門の法令は DOE に委任されており、主として Energy Resources Development

Bureau (ERDB)が実施しており、サービス契約の実質上の当事者である。また 1987 年に Board of

Energy が Energy Regulate Board に改編され天然ガスや輸送価格を制定する権利が与えられた。す

なわち、価格以外の法的管轄は DOE であり価格の法的管轄は ERDB となっているが、この分割的な

統括体制はガス産業の経済的な法規制の推進を混乱させ困難にしている。

２）中流部門

　1995 年 6 月 15 日に出された「フィリピンにおける天然ガスの総合的開発および利用に係わる政策

ガイドライン(DOE Circular No.95-06-006)」では、輸送および配給パイプラインのような資本集約や

自然の成り行きとして生じる独占的要素の強い事業に対して誰にでも得られる機会を与え、ガスの供

給には競争の原理が必要であるとしている。

３）下流部門

　1971 年に交付された Oil Industry Actが最終的に 1998年に Downstream Oil Industry Actになり、

特別な営業権のある地域にガスパイプラインでガスの配給を行っている会社に対してガスに課金でき

る明確な法的規制が必要であるとしている。

　上記が現在各部門に対する法的枠組みであるが、実際にはガス事業がこれからであるため具体的な

法規制はない。

　Camago/Malampaya プロジェクトの場合、SPEX 社が上流・中流部門である生産およびガス輸送

を行っており、SPEX 社はこのプロジェクトの開発にあたり、初期の 400MMscfd のガス生産量に対

して下流側の市場を必要としたが、1990 年 12 月に SPEX がサービス契約に参入するにあたり、同社

は政府に対して、商業規模のガスが発見された場合、価格は後日の交渉に委ねるもののそのマーケッ

トを保証するよう求め、政府はそれに同意した。即ち本プロジェクトにおいては、販売先の確保とい

うガス開発で最もクリティカルな部分は、最初から政府がその役割を担うという仕組みができあがっ

ていた。このプロジェクトの事業体制を図４-３に示す。





　1994 年 8 月までに 2.5 TCF の確認埋蔵量を得た SPEX/Oxy は、3,000 MW 規模の需要が確保でき、

需要家との長期供給契約が締結できるなら、商業ベースでの生産を行うべく開発に移行する意志を政

府に伝えた。そしてそのスケジュールとして、2001 年 1 月までに 2,000 MW、更に 2002 年 1 月まで

に 1,000 MW との要求を出した。これに対して DOE は積極的に対応し、以下のような措置をとった。

①　Camago/Malampaya のガスを燃料とする発電所が 2001/2002 年に稼働するまでは、Luzon 島に

はガス以外を燃料とする大規模なベースロード発電所を建設しないことを SPEX/Oxy に確約した。

②　ガスの需要家として発電所を建設する役割を、Luzon 島の 2 大電力卸売会社である NPC（National

Power Corporation）と MERALCO（Manila Electric Company）に割り振った。

③　NPC と MERALCO から、発電所を SPEX/Oxy の要求する規模とタイミングで建設する旨の確た

るコミットメントを取り付けた。

④　SPEX/Oxy に対して、ガスの長期供給契約を需要家と直接交渉することを認めた。

⑤　ガスに関連する事柄を処理し、Camago/Malampaya プロジェクトの迅速な立案と実行を図り、フ

ィリピンにおけるガス工業の基礎を築く目的で、DOE 内に Gas Office を設置した。

⑥　民間セクターの最大限の参加を奨励し、政府の役割を規制に限定することを中心とした、基本的な

ガス政策を公表した。

⑦　Camago/Malampaya プロジェクトに関わる全ての面で政府全体にわたるサポートを継続し、勃興

するフィリピンガス工業における重要な政策的および制度的問題を検討するために、関係省庁から

構成する Philippine Gas Project Task Force を創設した。

⑧　DOEおよびNPCがプロジェクトにおいてその役割を果たすべく継続的な技術援助が得られるよう

に、二国間（米国国際開発庁および豪州国際開発庁）および多国間（アジア開発銀行）からのグラ

ントを確保した。

　最終的に政府は NPC および MERALCO に対してそれぞれ 1,500MW の発電に必要なガス量を引き

取るよう命じた。NPC は 1,200MW 発電設備建設および操業の契約の入札を行い、韓国の Electric

Power Company が請け負った。一方 MERALCO は First Gas Holding Company と 1,500MW の電力

購入契約を結んだ。

　Camago/ Malampaya の開発が、輸入石油依存からの脱却という国家エネルギー戦略上重要な意味

を持つことからある意味で当然ではあるが、上に見たように本プロジェクトの形成過程は政府主導の

色彩が鮮明である。ただそこでの役割は、政府自体が大規模な投資を行うというのではなく、民間の

参加を最大限引き出し、その組織者と規制者となっている点に特徴がある。

（３）実行中の開発計画

 　これまで天然ガス田の探鉱が行なわれており、ガス可採埋蔵量が 100BCF 以上のフィールドが数カ

所発見されているが、Shell Philippine Exploration B.V.（SPEX）と Occidental Philippine Inc.（Oxy）

が 1989 年に発見した Palawan 島北西約 70km の沖合、水深約 400～1200ｍのCamago/Malampaya





油・ガス田の開発が、同国にとって最初の本格的な天然ガス開発プロジェクトになる。フィリピンの

歴史に於いて最大のビジネスで合計約 4 億 5 千万ドルが投資される。2001 年より 20 年以上にわたり、

3Tcf のガスを 2700ＭＷの電力に変換する開発プロジェクトである。上流側には 2 億 5 千万ドルが投

資される。

 フィリピン国に対する効果として、エネルギー自給率の増大、外貨の節約、雇用促進、クリーンエネ

ルギーによる環境配慮等があげられる。

 

 　Camago/Malampaya 油・ガス田開発の経緯として、1989 年にオキシデンタル社が Camago フィ

ールドを発見し、1990 年にシェル社がファームインし、1992 年 Malampaya フィールドが発見され

た。1993 年から 1994 年にかけて 3 本の評価井を掘り、商業化できる埋蔵量があることが確認された。

1998 年 1 月に最終的な開発案が固まり、1998 年 5 月に開発移行宣言が出さた。1998 年 9 月 15 日

にシェル社はオキシデンタル社より権益を買い取り、100％の権益となった。プロジェクト開始前の支

出額は約 2 億 7 千万ドルである。

 　Camago/Malampaya フィールドは水深約 850ｍで、ガス貯留層の深度は約 3500ｍ、南北方向に約

15ｋｍ、東西に約 2km である。水深が深いため海底仕上げとなり、海底坑井 5 本、海底マニフォール

ドを設置する。各坑井より生産されたガスはマニフォールドに集められ、直径 16 インチ、長さ 30ｋ

ｍのフローラインを通りプラットフォーム上の生産施設に送られる。海底温度が低くハイドレート（ガ

ス水和物でパイプライン中に生成、凍結すると閉塞の原因となる）の生成が予想されるため各坑井に

はハイドレート防止剤が注入される。フローライン中にハイドレートが生成された場合、これをかき

出すためピグ（ゴム製等による球体）を通すためフローラインが 2 本設置されている。生産施設の設

計処理能力は 500MMscfd で、海底パイプラインは 650MMscfd である。

 　生産するにつれてガスの坑口圧力が下がるため、2010 年頃には追加の坑井の掘削と、2016 年頃に

はガスコンプレッサーの設置が予定されている。

 　Malampaya プロジェクトの施設計画概要を図４-４に示す。生産施設搭載のためのプラットフォー

ムは、水深 43ｍに設置され、CGS（Concrete Gravity Structure）でベースのサイズは 110ｍ x 80m x

16m で、ベースには 61000 立方 m のコンデンセートが貯蔵できる。このベースの上に長さ 60m、直

径 11m の 4 本の柱が立ち、その上に生産設備が搭載される。生産設備の重量は約 13,500 トンである。

操業は自動化され、常時 18 人から 20 人で行われ、陸上基地からサテライトを用い監視および制御さ

れている。

 　プラットフォームより陸上基地までは 24 インチ、504ｋｍのガス海底パイプラインを通り送られる。

パイプの調達は三菱商事、パイプのコンクリートコーティングがマレーシアで行われており、敷設開

始は 2000 年 5 月でパイプラインの敷設速度は６km/日である。

 　ガス陸上施設は Tabangao に建設され、First Gas Power 社の Santa Rita 発電所（1000MW）、お

よび San Lorenzo 発電所（500MW）、そして National Power 社の Ilijan 発電所（1200MW）に処理

されたガスを供給する。Santa Rita 発電所は建設中で 2000 年はじめに操業が開始される。San

Lorenzo 発電所は Santa Rita 発電所の隣に建設され、融資先が決まり、建設に入る。Ilijan 発電所は融

資も決まり、サイトでの建設が開始された。陸上基地の処理施設は、顧客へのガス供給が停止しない





ように２系列になっている。

 　Tabangao のガス陸上施設より Santa Rita 発電所までの 8ｋｍのパイプラインは工事が開始され、

2000 年 1 月には完成予定である。

 　Malampaya プロジェクトは 2001 年 10 月 1 日にコミッショニングを開始し、2002 年 1 月 1 日に

ガスの販売を開始する。

 

 １）開発事業コントラクターの名称および請負工事内容

 　SPEX 社は 1998 年 8 月に Brown & Root 社と海洋ガス田プラットフォームの設計から建設までの

ターンキー契約を締結した。CGSはSubic BayでArup Energy、John Holland GroupおよびVan Oord

ACZ のジョイントベンチャーにより建設されており、2000 年 9 月の完成を目指している。また生産

施設等の上載設備は Sembawang Marine & Offshore Engineering によりシンガポールで建造中であ

る。また Batangas のガス受け入れ基地の設計より建設の契約が SPEX 社より Foster Wheeler 社に出

された。

 　パイプライン関連では設計は JP Kenny、敷設工事は Allseas Marine Contractors、調達は三菱商事、

日本鋼管および新日本製鉄である。

 

 ２）ガス契約の概要

 　ガス販売価格について、SPEX 社は競合関係にある燃料の価格との対比において価格を決めるべき

との基本的な考え方を表明している。SPEX は最新式の石炭火力である Sual 発電所のバーナーチップ

での燃料コストが$5/MMBTU であると説明し、最低でも低硫黄重油、高ければ LNG のバーナーチッ

プ価格と同等とすべきとの主張を展開している。即ち、LNG であれば受け入れや再気化設備のコスト

まで含めたコストと比較すべきとの主張である。FGHC からの聞き取り調査では LNG 価格を調査し、

この価格を基に交渉した結果、$3.85/MMBTU に決定された。

 　これに対して NPC 側の主張は、Sual での石炭価格に準拠或いは LNG 価格に準拠など色々言われて

いるが、前に述べた発電単価を競う形で行われた Iligan 発電所の入札の際に、応札者に示された燃料

価格の仮定は$2.70/MMBTU であったので、この程度の水準をもくろんでいるものと見られる。FGHC

によれば、この水準は Sual での石炭価格$44/ton と等価とのことである。

 

（４）確認埋蔵量

　現在の Camago/Malampaya フィールドの確認可採埋蔵量はガスが 2.5 TCF、コンデンセートが

85MMstb とされており、3,000 MW の発電所を 15 年間稼働するに足る量とされているが、買い手側

は発電所の稼働年数からして最低 20 年間それに 5 年延長のオプションが求められている。これは即ち、

現在より埋蔵量が増えないのなら、発電所の規模縮小を意味するものであるが、現在進行中の発電建

設計画では合計 2700MW の発電プラントで、さらに 300MW の発電プラントへガス供給の余力があ

るとされている。この点に関しては、SPEX 社の情報では楽観的であり、埋蔵量の上方修正に自信が

あるのではないかと見られるが、図４-５に示す SPEX 社による需給予測では生産 15 年以降は他のフ

ィールドからのガスを見込んでいる。



　Camago/Malampaya ガス田以外の既発見天然ガス田及び未発見であるがガス埋蔵の可能性のある

堆積盆を下表に示す。

表４-２　既発見天然ガス田

堆積盆 地域 確認埋蔵量

(BCF)

NW Palawan San Martin 359.00

NW Palawan Octon 3.65

Cagayan San Antonio 3.01

Visayan Libertad 2.00

合計 367.66

表４-３　可能性のある堆積盆

堆積盆 推定最小埋蔵量

(BCF)

推定確実埋蔵量

(BCF)

推定最大埋蔵量

(BCF)

NW Palawan 523.0 1,505.0 2,606.0

Sandakan 6,749.0 6,749.0 6,749.0

Min.-Cuyo 1,025.0 2,801.0 2,801.0

S Palawan 306.0 1,308.0 3,185.0

Reed Bank 300.0 800.0 800.0

Cotabato 56.3 1048.6 1048.6

Cagayan 18,000.0 18,000.0 18,000.0

Central Luzon 77.9 637.0 2,594.3

合計 27,037.2 32,848.6 37,783.9

４-２　国産天然ガス開発計画

　上記のガス田で PNOC が操業している San Antonio ガス田では、約 1MMcfd の天然ガスが生産さ

れ､周辺地区や Santiago の一部に電力供給を行なっている 3MW の発電所へガスを供給している。セ

ブ島の北東端に位置する Libertad ガス田では数本の試掘井が掘られており、2000 年までに小規模発

電プラント向けの年間 0.24BCF のガスが生産される予定である。

　さらに、Cagayan 堆積盆にある Fuga 島の天然ガス資源は、今後探掘井を掘削する予定であるので、

遅くとも来年中旬までにはガス埋蔵量が明確になり、商業規模の埋蔵量が確認されれば開発の可能性

がある。またCotabato堆積盆でつい最近掘削した探掘井で発見された地層水中のヨウ素濃度95.5ppm

について注目しており、共水性ガスの埋蔵可能性があるとし、日本に対して技術的支援を求めている。





４-３　LNG、パイプラインによる輸入計画

（１）LNG 関連施設建設計画

 　現時点では LNG 導入の具体的な計画は表れていないが、SPEX 社の需要予測では 2008 年には、ガ

ス需要が約 900MMscfd になり、さらに年率 2％で増加すると予測している。Malampaya のガス供給

最大量が 650MMscfd であるため 250MMscfd が不足し、この不足分を補うため新規ガス田開発、LNG

輸入、そして後述のトランス・アセアン・パイプラインによるガス供給の可能性を示唆している。

 　また PNOC 社長の Bomasang 氏によると電力等のガス供給に国内のパイプライン網のインフラ整

備が必要である考え、トランス・アセアン・パイプラインの完成までのつなぎに国内のガス開発が成

功しない場合LNG輸入が選択肢であるとしている。この場合LNG受け入れおよび再ガス化施設はLNG

の主要ユーザーの近辺に位置するよう提言している。

 

（２）パイプライン計画の現状

　ASEAN ガス・パイプライン構想は、1988 年、ASCOPE(注 1)会議の席上タイの代表から提唱され

たものである。東南アジア域内でエネルギ－資源の有効活用を計り、併せて域内経済を振興させるた

め、総延長約 8,000 km に及ぶガス・パイプライン網を建設し、ASEAN での埋蔵量が 433TCF とされ

るガス資源を融通・利用し合うという構想である。天然ガスの利用は、エネルギ－供給の多角化に大

きく寄与すること、および石油への依存度を減らしながら域内資源の有効活用および工業化を促すこ

とから、同構想には大きな期待がかけられている。

注１： Asian Council on Petroleum。ASEAN各国の国営石油会社が構成する、石油とガスの探鉱・開発に

関する意見交換の場。

　その後、1989 年の ASEAN 閣僚会議で AEEMTRC(ASEAN - EC Energy Management Training &

Research Centre）のディレクターにより再び本件が取上げられ、実行に当たってのスタディを行うよ

う提案された。同結果を受け、欧州エネルギ－関係企業および金融機関(注 2)、並びに AEEMTRC か

ら成るコンソ－シアムにより、ASEAN ガス・パイプライン・プロジェクトに関する F/S が 1991 年末

から開始され、18 ヶ月をかけて 1993 年半ばに完了している（注 3）。

注2：同欧州コンソ－シアムは 1990 年春に発足、イタリアの炭化水素公社(ENI)、Agip、Agip Petroil およ

びSnamprogetti の 4社、並びにフランスのTotal およびGas de France の両社が参加している。欧州共同

体(EC)では、FS 経費として約430万US ドルを融資、また、ASEAN 6カ国およびアジア開発銀行もFS 費

用を分担した、と伝えられている。

注 3：これとは別のスタデイが、各国国営石油会社( PTT、PETRONAS、PERTAMINA、PNOC、SPC（シ

ンガポ－ル）、Prime Minister’s Unit-Brunei)の共同で行われ、1990 年に完了している。

　しかし、パイプラインの通過が予定されている多くの国の利害関係、すなわち、巨額な建設費用（約

100 億ドル）の負担、パイプライン使用料およびガス価格の設定、およびガス供給の安全性等解決す



べき問題が多く、その後の進展は見られない。現時点では、例えば、マレ－シア／シンガポ－ル又は

マレ－シア／タイ間の国際幹線パイプラインの建設といった2国間プロジェクトの形では一部実現し、

また計画されているものもある。しかしながら、これはあくまで 2 国間ベースのものであり、これが

発展して ASEAN パイプライン網が実現する可能性はあるが、ASEAN ガス・パイプライン網という大

構想の下での動きは全くないといって良い。

　AEEMTRC および欧州企業とのコンソ－シアムによる F/S で提案されている ASEAN ガス・パイプ

ラインの概要は以下の通りである。

! 総延長距離：7,970 km

! 主幹線ライン：6,300 km

! 陸上部分：42” x 6,875 km

! オフショア部分：36” x 1,095 km

! プロジェクト・コスト：100 億ドル

(出典：PETRONAS 資料)

　提案されているパイプライン・ル－トは図４-６に示したようなものであり、タイからシャム湾を南

下し、マレ－シア、シンガポ－ル、Sumatra 島、Java 島および Kalimantan（Borneo）島およびブル

ネイを経由してフィリピンの Luzon 島に至るラインである。基本的に ASEAN ガス・パイプラインの

建設では、パイプラインを新設し、既設ラインに接続してガス輸送網を完成することになる。あるス

タディでは、経済性維持のためには、年間 425 BCF、時間当り 49 MMCF の輸送能力が必要で、既設

パイプラインの一部は、こうしたガス量に対処すべく、追加ラインの敷設等により輸送能力が増強さ

れる必要がある、としている。

　またこれとは別に、図４-７に示したような、シンガポ－ル／Batam 島から南シナ海をぬけ、マレ－

シアの Sarawak 州南部または Natuna 島の何れかを経由してブルネイに向かうル－トも提案されてい

る。特に、Natuna 島経由のル－トを採る場合、莫大な埋蔵量（45 TCF）を保有する Natuna ガス田

の開発が促進されること、およびパイプラインの敷設距離が Kalimantan 島の東岸経由のものより約

1,160 km 短縮される等の利点がある。

　ASEAN ガス・パイプライン網は壮大な構想であるだけに、その実現には様々な問題が指摘されてい

る。まず、100 億ドルとされる建設資金の負担の問題がある。財政的に厳しいフィリピンはもとより、

同プロジェクトの主要なガス・ソ－ス国として予定されているブルネイ、インドネシア及びマレ－シ

アは、すでに自国の LNG プロジェクトに莫大な資金を投下しており、同ガス・パイプラインの建設に

必要な資金をさらに捻出できるかはかなり疑問である。

　次に、供給力の問題がある。構想初期当時主要ガス・ソ－ス国として期待されたインドネシアやマ

レ－シアは、国内ガス需要および LNG 輸出量の増加に対応すべく、既に主要なガス田や新規開発ガス

田をそれらのソ－スとして利用することをコミットしており、トランス・アセアン・パイプライン用

のガス供給余力があるかは今後調査する必要がある。

　更に、様々なフィ－ルドからの異なる熱量のガスの取扱いが考慮された価格体系の構築といった運

営上の問題や、セキュリティーの確保、領土上の紛争の解決、環境への配慮等様々な解決すべき問題

も抱えている。







　冒頭述べたように、ASEAN ガス・パイプライン構想は現時点では動き出す気配はない。一方、2 国

間の国際パイプラインの建設は、計画段階のものを含めるとある程度進展している。例えば、1992 年

に完成したマレ－シア／シンガポ－ル間、1995 年 2 月にガス供給契約が締結され、1998 年 7 月から

輸送開始予定のミャンマ－／タイ間、さらに計画段階ではあるが PGU ｣ の完成に伴うマレ－シア／

タイ間等、といった具合である。参考までに、これらを含む ASEAN 地域および周辺内で完成または

計画中の国際ガス・パイプラインを、表４-４に示した。



表４-４　ASEAN および周辺地域内で完成または計画中の国際ガス・パイプライン網

区 間 ガス・パイプライン建設計画

1) マレ－シア／

　　シンガポ－ル

・完成：1992 年 1 月（30” x 3.2 km）

・ガス供給開始：1992 年 1 月末（15 年契約：150 MMscfd）

・ガス利用先：PUB の Seneko 発電所

・工事費用：22 百万マレ－シア・ドル（PETRONAS および PUB が折半）

2) マレ－シア／

　　タイ南部

 PGU ｣ の一部として、マレ－シアからタイへのガス輸出を計画。マレ－

シアでは、電力での輸出可能性についても考慮している模様。

3) マレ－シア／

　　フィリピン

・マレ－シア Sabah 沖の産ガスをフィリピンにパイプライン輸送するこ

とを検討中で、マレ－シア側も興味を示している。

・ Malampaya/Camago フィ－ルドの開発に伴う幹線ラインは、ASEAN

ガス・パイプラインの一部を構成し得る。

4) ベトナム／タイ BP により、Nam Con Son ベ－ズンで発見された Lan Tay およびLan Do

ガス田からの産ガスを海底パイプラインでタイに輸出する計画があり、現

在、BP および Statoil グル－プ等により F/S が行われている。

5) ミャンマ－／タイ ・ガス供給契約締結：1995 年 2 月、期間 30 年、（TOTAL、UNOCAL、

PTTEP および Myanmar Oil & Gas Enterprise/ PTT 間）

・ガス供給開始予定：1998 年 7 月

・ガス供給源ソ－ス：ミャンマ－の Yadana ガス田

・パイプラインの概要

－ミャンマ－側：オフショア 354 km；陸上 65 km（オペレ－ター：TOTAL)

－タイ側：Pilok - Ratchaburi ：300 km（オペレ－ター：PTT)

・送ガス量：65MMscfd（当初）、525MMscfd（1999 年 9 月）

・ガス利用先：Ratchaburi 発電所（発電能力：2,800 MW）

6) インドネシア／

　　シンガポ－ル

Natuna ガス田からの産ガスを海底パイプラインによりシンガポ－ルまで

輸送する計画が検討されている。

7) オ－ストラリア／

　　インドネシア

両国間では、天然ガス取引に関する交渉がすでに進められており、オ－ス

トラリアから Bali 島北部または中部 Java までパイプラインを敷設する計

画が検討されている。
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第５章　フィリピン国の天然ガス利用計画

　天然ガスの利用は統計データとして 1997 年にはじめて表れ、その年間使用量は 0.02MMBFOE

(Million Barrels of Fuel Oil Equivalent)でエネルギー全体の 0.01％と現時点では、ごく限られたもので

あり、Malampaya プロジェクトの実施によりガス市場がより活発になるとエネルギープランでは予想

している。また本プランでは環境に対して望ましい燃料ソースとして天然ガスの可能性を認識し、包

括的な天然ガス産業方針および法的枠組の策定と実行が目論まれている。

　ガス市場として、他のエンドユーザーセクターだけでなく発電用に利用できる拡張を持つ産業構造

としている。

　フィリピンエネルギープラン（1999– 2008）による石炭、ガス、石油、LPG、その他のエネルギー

需要見通しは表５-１に示すように、1999 年では 0.01％のシェアが 2008 年では 6.9％と予測されて

いる。このデータは国内機関および国際機関から得られた GDP、人口、通貨交換レート、原油価格等

のマクロ経済学的パラメータを基に作成されたものである。

５-１　天然ガス利用の現状および需要見通し

（１）フィリピンエネルギープランによるガス需給見通し

　フィリピンエネルギープラン(1999-2008)によると、天然ガス需給は Camago/ Malampaya フィー

ルドが生産開始する 2002 年の 96.78BCF と急増し、2008 年には 159.688BCF に達すると見込まれ

ているが、この需要は全て発電用として考えられている。しかしながらエネルギープランの見通しで

は計上はされていないが、ガスパイプラインルート沿いの工業団地等にガス需要の市場があり、燃料

油や LPG の代替エネルギーとして利用される可能性があるとコメントされている。需要量はおおよそ

燃料油の 5％そして LPG の 2％が見込まれるとしている。この数字はエネルギー総需要量の約 1％で

ある。その他の需要として家庭用燃料が考えられているが、インフラ整備が徐々にしか進まず、また

他のエネルギーとの価格競争力に制約があるため普及が進まないと考えている。さらに自動車等の燃

料としての利用が考えられるが、現在使われている自動車の適合性や燃料補給施設の問題があるため

利用には制約があるとしている。天然ガスの需要見通しを図５-１に示す。

　今回受領したフィリピンエネルギープランの改訂前フィリピンエネルギープラン（1998–2035）に

よれば、天然ガス需給はCamago/ Malampayaフィールドが生産を開始する2002年から急増し、2025

年には 457.8BCF（13.1BCM）に達すると見込まれている。発電用需要が大半を占め、2005 年に産

業用、2015 年に民生用、輸送用の需要が発生する見通しである。それ以前の見通しから輸送用需要が

下方修正になったほか、民生用需要も低い見通しとなっている。民生用需要に関しては、温暖な気候

のフィリピンでは暖房用、給湯（風呂）用の天然ガス需要は見込めず、厨房用に限定されるものと考

えられる。









（２）AEEMTRC スタディによるガス需給見通し

　ASEAN-EC Energy Management Training and Research Centre（AEEMTRC）が 1995 年 8 月に

作成した「ASEAN における天然ガス開発および利用に関するマスタープラン」の作成を行なったが、

下記の手法によりフィリピン国のエネルギー需要見通しが発表されている。

! マクロ経済的推定法（民生用、商業用および工業用のエネルギー需要を包括的に評価、電力需要

の評価、電力利用のガス需要を見積もる、天然ガス総合的な可能性需要を見積もる）

! ASEAN 諸国の開発先進国の傾向例

! エネルギー統計分析（人口および GDP の関数としてエネルギー消費の傾向を捉えている）

　理論的にガスは輸送部門以外の全ての分野における油製品に置き換えることができ、ガスの利用お

よび供給コストの制約が無いとした場合のエネルギー需要予測およびガス需要見通しを表５-２に示す。

このデータによれば、ガス需要は約 6 割から 7 割を電力が占め、残りは工業用・民生用とされている。

（３）ガス価格政策

　1987 年に Board of Energy が Energy Regulate Board に改編され天然ガスや輸送価格を制定する

権利が与えられているが、1972 年 12 月に公布された大統領令 87 号によりよると、生産された原油

やガスの価格は、自由市場での価格が認められており、今回の調査でも売り手と買い手の間の話し合

いにより価格決定がされていることが判明した。

５-２　天然ガス利用関連施設の建設計画

　現時点では天然ガス利用に関連する施設建設計画は後述の発電利用が進行中であり、その他、バタ

ンガス（Batangas）よりマニラ間に新規ガスパイプラインの建設または既存油パイプラインのガスラ

インへの転用が計画されている。このパイプラインの目的として、Sucat 発電所へのガス供給やパイ

プライン沿いの工業団地への発電用ガス、セメントおよびガラス工場への工業用ガスとしての需要が

あるとされている。なお PNOC-EC および SPEX がそれぞれこのパイプラインについてフィージビリ

ティ・スタディを実施しており、その詳細は今後入手する必要がある。

５-３　天然ガスの発電利用計画

（１）フィリピンエネルギープランによる電力需給見通し

　フィリピンの発電事業は、1987 年に省令 215 が実施されフィリピン国営電力公社(NPC)の独占権が

廃止され、独立系発電会社(IPP)の参入が総発電設備容量の約 50％まで許可されるようになった。ただ

し送電設備は NPC の所有で、NPC が IPP より電力を購入し、販売の独占を行なっている。

　エネルギープラン（1999-2008）による、燃料別の総発電電力量見通しを表５-３に示す。電力需要

の伸び率は年 9.1％と予測している。天然ガスのシェアは 1998 年では 0.05％であるが、2008 年には

27.09％と急激な伸び率であり、また他の発電形態の中で最もシェアが高くなると予想されている。フ

ィリピンを Luzon、Visayas および Mindanao の 3 地域に分けた電力需要見通しを表５-４に示す。







（２）NPC による電力需給見通し

　1998 年 8 月に NPC により作成された電力需給見通しを図 5-2 に示す。この図から 2004 年以降電

力不足が予測される。

（３）将来の発電プラント計画および概要

　将来の発電プラント建設計画を表 5-5 に示す。この表によると天然ガスによる発電は合計で

3,733MW であり Malampaya プロジェクトによるガス発電だけでなく、さらに天然ガスによる追加の

500MW の発電建設が 2 基計画されている。

（４）Malampaya プロジェクトのガスを利用した発電所建設

　Malampaya プロジェクトのガスを利用した発電所建設に関し、フィリピン政府は 1993 年にこの

3,000 MW を NPC(注 1)と MERALCO（注 2）に等分に割り振ることを決定しており、それぞれが1,500

MW 分の発電所を建設する計画を進めている。

　NPC 1 社としなかったのは、電力業界を含め、国営事業を徐々に民営化していくのが現政府の基本

方針であり、従って NPC の独占を強めることを排除した結果とされている。

　NPC は割り当て分の 1,500 MW を、自身では建設せず、IPP（独立系発電事業者、注 3）に BOT（注

4）ベースで委ねる方針である。これは、本プロジェクトに最大限の民間セクターの参加を奨励すると

の政府方針に沿ったものである。従って実際にガスを消費するのは IPP であるが、ガスの購入は NPC

が行い、IPP との間で締結するエネルギー転換契約（Energy Conversion Agreement）に基づいて IPP

にガスを供給することとなる。Batangas 州の Iligan に、1,200 MW 規模の複合サイクルプラントとし

て建設される予定である。

　MERALCO 分については、同社と FGHC（First Gas Holdings Corp.）との間で 1995 年 3 月に締結

された売電契約に基づいて、FGHC が発電事業を行うことになっている。

注1：現フィリピン政権は国営事業の民営化を推進しており、NPC も将来は民営化される見通し。

注2：株式上場の送配電会社。現在、First Philipp ine Hold ing Corporation ( FPHC )が 14 %および政府系の

Social Security Systemが 8 %の株式を保有している。FPHC株は、Benpres Corp.が 29%を保有しており、

Benpres Corp.は Lopez 財閥が 100%保有する Lopez Inc.の支配下にある。従って、MERALCO は Lopez

財閥系の会社とされる。Lopez家はマルコス元大統領の政敵。

注3：1989 年、NPC による発電事業の独占が解除され、IPP制度が導入された。代表的な IPPとしてFirst Gas

Holding Corp. ( FGHC ) が挙げられる。その他に外国資本系のHopewell （香港）およびEnron (米国）等が

フィリピンの電力事業に参入している。

注4：Build - Operate - Transfer の略。施設を建設する側が運営も行い、投下資本を回収した時点で相手国に

譲渡する方式。

[NPC による電源開発]

　1997 年 11 月 5 日、NPC は韓国電力公社（KEPCO）とエネルギー変換契約を締結している。エネ









ルギー変換契約のもと、KEPCO が BOT 方式でマニラ南部 Batangas 市 Ilijan に IPP として発電所の

建設を行う。発電能力は 1,200MW、運転開始は 2002 年を予定している。

　エネルギー変換契約の内容は、以下の通りである。

(a)　NPC は 2002 年から年間 8,910GWh の電力を KEPCO より購入する。

(b)　NPC から KEPCO へは、下記の費用が支払われる。

! 設備投資回収費用（従量料金 7.25376 ドル/kW）

! 固定費（月払い：ドル建て分 0.76112 ドル/kW とペソ建て分 7.25 ペソ（0.033 ドル）/kW）

! 燃料費（ドル建て分 0.00013 ドル/kWh とペソ建て分（0.0012 ペソ（0.00004 ドル）/kWh）

(c)　KEPCO は Ilijan 発電所を 2001 年 10 月までに完成し、2002 年 1 月 2 日から商業運転を開始す

るとともに、送電線の敷設を 2001年 4月 1日までに、ガス輸送管のプラントへの引き込みを2001

年 10 月 1 日までに完成する。

　IPP プロジェクトのコストは 7.5 億ドルに達し、日米の輸出入銀行がうち 75～80%について融資を

行うとみられている。残り約 2 割をドイツ、アジアの商業銀行から受ける予定である。

　1998 年 12 月には三菱商事が同プロジェクトへ参加することが発表された。資金の 20%を拠出する

といわれる。KEPCO は NPC との契約において、同プロジェクトの利益 49%までを拠出することが認

められている。

[First Gas Power Corporation による電源開発]

　First Gas Power Corporation はフィリピン最大のコングロマリット、ロペス（Lopez）グループ傘

下のFirst Philippine Holdings Corporationと同グループ傘下の配電会社であるMERALCOの年金基金、

および British Gas（40%）による合弁企業である First Gas Holding Corporation の 100％子会社であ

る。

　First Gas Power Corporation は Batangas 市 Santa Rita やマニラ南部の工業成長地域である

Cavite-Laguna-Batangas-Rizal-Quezon（CALABARZON）地域に電力を供給する総計 1,500MW の

Santa Rita および San Lorenzo 発電所建設を計画している。

（Santa Rita 発電所）

　Batangas 市 Santa Rita の 250MW4 基の 1,000MW コンバインド・サイクル発電所は、EPC 契約

によりシーメンスが 1997 年 11 月に建設工事を開始し、1999 年末に商業発電を開始する予定である。

25 年間の電力供給契約をマニラ電力公社と締結済であり、政府からの運転承認を 1999 年第 3 四半期

までに受ける予定である。マニラ電力公社の供給エリアまでは託送により、NPC の送電網を利用する。

　天然ガス供給開始（2002 年）までの 3 年間はエンロン（Enron）社から供給されるコンデンセート

で操業する。First Gas Power Corporation とエンロンはコンデンセート供給に関する長期契約（1999

年から 15 年間）を締結しており、エンロンは 30,000-50,000B/D のコンデンセートを供給することに

なっている。2002 年の天然ガス供給開始後はバックアップに廻され、契約条件はバックアップ契約へ

と修正される。



　総工費は 9 億ドルで、First Gas Power Corporation は合計 5.7 億ドルの融資を 1997 年 9 月に締結

済みである。さらにフィリピン銀行から追加の 1 億ドル融資を受ける。発電所の資材調達と建設に関

しては、シーメンスと 5.5 億ドルの契約を締結している。

本プロジェクトの事業形態を図５-３に示す。

（San Lorenzo 発電所）

　Santa Rita 発電所に隣接して 250MW2 基の 500MW のコンバインドサイクル型発電所が建設され

る。この発電所の建設もシーメンスが行ない、コントロール室等は Santa Rita 発電所と共用する予定

である。運転開始時期は 2002 年を目標としている。

５-４　天然ガスの都市ガス利用計画

　天然ガスは、石炭、石油に比べて SOx、NOx、CO2 等の排出物の量が少なく環境負荷が低いため、

都市ガスとして家庭用燃料に用いられるが、フィリピンでは家庭用燃料として LPG や木材が利用され

ており、現時点では都市ガスとして天然ガスは利用されていない。

　都市ガス事業体制としては Manila Gas Corporation が National Development Company の傘下に

あり、1912 年に設立されメトロマニラの需要者に地下ガスパイプラインを利用し都市ガスを供給して

いたが、1986 年に政府が都市ガスのインセンティブを解除したため LPG 価格が都市ガスより安価に

なり、1991 年に都市ガスの供給が停止された。

　また他の都市ガス利用計画として First Gas Holding Corporation がルソン島のガス配給フランチャ

イズの申請を行なっている。

　天然ガスは、以前出されたエネルギープラン（1998-2035）では都市ガスとして民生用の需要が予

測されていたが、新しいエネルギープラン（1999-2008）では民生用としての需要はない。

５-５　その他の利用可能性（輸送、工業等）

　上記で述べた天然ガスの利用以外に、天然ガスは輸送用燃料、化学製品原料、業務用ビルのガス冷

房、工業用燃料等があるが調査した結果、具体的な需要見通しの量については得られなかった。
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第６章　本格調査の概要

６-１　調査の目的

　本調査の目的は、ルソン島マニラ周辺、ミンダナオ島カガヤン・デ・オロ－イリガン回廊、ダバオ

における天然ガスの需要見通しを作成し、これに適した天然ガスの供給体制、配送・流通形態、価格

体系等を検討し、フィリピン国における天然ガス利用促進のための包括的な中長期マスタープランを

作成することである。また、その中で国産天然ガスの価格競争力、安定供給を確保するための諸制度、

供給計画手法、モデル開発手法などの技術移転を行う。

６-２　調査の内容

（１）既存の天然ガス需給見通しのレビュー

 　フィリピンエネルギープラン（1999-2008）等の既存の天然ガス需給見通しをレビューする

と共に、天然ガス関連プロジェクトの最近の進展や、新規の工業開発関連プロジェクト等の計画

を良く確認する。特に PNOC-EC やアジア開発銀行（ADB）が実施した天然ガス利用に関する

各種調査は良くレビューし、本調査との重複を避けると共に活用する。

 

 （２）天然ガス需要調査

 　対象地域において、天然ガスの需要量を住宅用、商業用、輸送用、工業用および電力用などセ

クター毎に既存の利用形態はもちろん他エネルギーへの代替需要、新たな利用促進技術導入等も

視野に入れた天然ガスの潜在需要を調査する。調査方式としては、マクロ調査を主に行ない、補

完的に精度をあげるためインタビュー調査を実施するなどが考えられる。また、需要はエネルギ

ー価格と密接に関係しているので、今後の天然ガスの価格形態、税形態、天然ガスの高度利用形

態等の利用促進政策についても、日本の経験等を踏まえて調査、提言する。

 

 （３）天然ガス需要予測に基づく供給選択肢の検討

 　上記需要調査に基づき、天然ガス供給選択肢について分析を行ない、中長期計画を立案する。

供給形態は、対象地域毎に最適な供給形態を調査し、長期的な安定供給が可能な形態として、国

産天然ガスを中心に、LNG 輸入、アセアンパイプラインの利用などの広範囲にわたる天然ガス

供給手段について検討する。本調査では、対象地域における天然ガスの幹線パイプライン（高圧）

や天然ガス配給網（低圧）計画の概要についても調査する。また、天然ガスの供給、輸送に関し

て望ましい経営形態、価格形態などについても日本の経験を踏まえて、調査、提言する。

 

 （４）需給見通しの手法および需給予想モデルの開発

　マスタープラン作成に必要な“天然ガスの需給最適化モデル”を開発し、需給の変化に対応し



たシナリオの作成、最適供給システム構築のためのシナリオの作成を行う。最適化の目標は、国

産天然ガスのコスト競争力の維持、外貨節約、地域への天然ガスの安定供給等となる。また、制

約条件としては、国産天然ガスの供給量、地域の需要量、パイプラインネットワーク等インフラ

の整備状況、国産天然ガス以外の代替供給手段と量、天然ガス以外のエネルギー源との価格競争

などがある。

 

 （５）天然ガス利用マスタープランの作成

 　以上の調査、モデルの開発、各種シナリオの評価を行い、対象地域の天然ガス利用に関するマ

スタープランを作成する。マスタープランでは、市場競争力と地域への安定供給を目的とした需

要見通し、供給形態、各種開発シナリオ、経済性、必要な諸政策の提言を相互に関連させて作成

する。具体的な内容として以下が想定される。

 

 １）国内天然ガスパイプライン網の立案

 　天然ガス需要地域の需要量および重要度を考慮し、国内天然ガスパイプライン網のルートシナ

リオを作成する。また、国産天然ガスの可能性ある地域、予想 LNG 受け入れ基さらにトランス・

アセアン・パイプライン受け入れ地点を考慮する必要がある。ルートシナリオには単一パイプラ

インネットワークおよび分散パイプラインネットワークが考えられ、それぞれの長所・短所につ

いて検討を行なう必要がある。

 

 ２）天然ガス供給施設計画の立案

 　国内産天然ガス供給の可能性のあるガス田施設、輸入 LNG 基地、そしてトランス・アセアン・

パイプライン施設の設備計画案を作成する。

 

 ３）パイプライン網の予備設計

 　上記天然ガスパイプライン網ルート案および天然ガス供給施設案に基づき、天然ガス利用計画

に必要となるインフラの予備設計を行なう。パイプラインを含む施設の投資コストが最小となる

ようガスパイプライン網の最適化計画を行なう。予備設計に際しては環境対策に留意して行なう

こと。

 

 ４）プロジェクトスケジュールの立案

 　天然ガス利用計画に必要となるインフラの建設スケジュールを立案する。天然ガス需要供給予

測に基づき、時系列な建設スケジュールを考慮する。

 

 ５）天然ガス利用計画施設の操業体制の立案

 　天然ガス利用計画に必要となるガスパイプラインおよびそれに付帯する設備の操業体制案を

作成する。

 



 ６）コストの算定

 　天然ガス利用計画に必要となるインフラの建設投資コストおよび運転・保守・検査費用の操業

費用を算定する。

 

 ７）経済検討

 　天然ガス利用計画の経済検討を行ない、適性ガス販売価格を検討する。

 　経済性の試算にあたって設定あるいは仮定した前提条件に列記する。条件

 またガス価格の経済性指標への影響を見るため、感度分析を行なう。

 

 ８）提言

 　本調査で行なった結果を基に、天然ガス利用計画に関する提言を行なう。

（６）カウンターパートへの技術移転

　本調査実施期間にカウンターパートである DOE の職員に、本調査の実施内容および方法等に

ついてセミナーおよびワークショップを開催し技術移転を行なう。内容的には、天然ガス潜在需

要調査方法と需給最適化モデル開発手法、天然ガス主幹パイプライン網のコスト最小化手法を含

むものとなる。
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